
京都市告示第   号 

京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例及び京都市職員の公正な職務の

執行の確保に関する条例に基づき，人事行政の運営等の状況，本市職員の公正な職務の

執行の確保に関する状況等の人事行政に関する状況を網羅的に取りまとめた「京都市人

事行政白書」を公表します。 

平成２６年９月１９日   

京都市長 門川 大作   
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○ 京都市人事行政の運営等の状況（職員の任用や給与，

勤務条件，服務等） 

○ 京都市職員の倫理の保持に関する状況 

○ 京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ６ 年 ９ 月 



 
 

本書は，京都市における人事行政に関する以下の状況を取りまと

め，市会に報告するとともに，市民の皆様に分かりやすくお知らせ

するものです。 

 

・ 「京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基

づく京都市における職員の任用や給与，勤務条件，服務など

の状況 

・ 「京都市職員の倫理の保持に関する条例」に基づく職員の職

務に係る倫理の保持に関する状況 

・ 「京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例」に基

づく職員が受けた要望等の件数及びその概要並びに不正な

要望等に対して講じた措置等 
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第 1章 職員の任免及び職員数に関する状況 

「地方公務員法」では，職員に欠員が生じた場合，採用，昇任などの方法により職

員を任命することができるとされています。 

なお，職員の採用や昇任などは，受験成績や勤務成績などの能力の実証に基づいて

行うものとされています。 

 

１ 職員の採用の状況 

採用とは，現在職員でない者を職員に任命することをいいます。 

平成２５年度における職員の採用状況は，次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 事務職 技術職 
免許・ 

資格職等 

技能・ 

労務職 
消防職 教育職 合計 

市長部局等 １４５ ５０ ８０ ６ ０ ０ ２８１ 

消 防 局 ０ ０ ０ ０ ６１ ０ ６１ 

交 通 局 ２ １２ ０ ４６ ０ ０ ６０ 

上下水道局 ７ ２１ ０ ０ ０ ０ ２８ 

教育委員会 １６ ０ ０ ０ ０ ２５５ ２７１ 

合計 １７０ ８３ ８０ ５２ ６１ ２５５ ７０１ 

（注）１ 市長部局等とは，環境政策局や行財政局などの市長が所管する事務部局，市会事務局や

行政委員会（監査委員，選挙管理委員会，人事委員会，農業委員会）の事務局をいいます。 

２ 技術職とは，土木，建築，電気，機械などの技術的な業務に従事する職員をいいます。 

３ 免許・資格職等とは，医師，看護師，薬剤師などの免許・資格を必要とする職員をいい

ます。 

     ４ 技能・労務職とは，機器の運転操作，ごみの収集，庁舎の監視などの業務に従事する職

員をいいます。 

交通局における技能・労務職は，若年嘱託員制度に基づき，非常勤嘱託員として４年間

任用した者を対象に，改めて選考試験を実施したうえ，正職員に採用した者です。 

     ５ 消防職とは，消防署等で，消火・救助活動などに従事する職員をいいます。 

     ６ 教育職とは，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，総合支援学校などで教育に携わる職

員をいいます。 
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２ 職員の昇任・降任の状況 

昇任とは，職員を現在の職よりも上位の職に任命することをいい，降任とは，職員を

現在の職よりも下位の職に任命することをいいます。 

平成２５年度における職員の昇任・降任の状況は，次のとおりです。 

（単位：人） 

区分 
昇   任 

降任 
係長級 課長補佐級 課長級 部長級 局長級 

市長部局等 １８４ ９５ ８４ ２８ １０ １７ 

消 防 局 ３８ ３０ １５ ２ ０ ０ 

交 通 局 １０ ５ ４ ２ １ １ 

上下水道局 ２０ １５ ８ ２ １ ２ 

教育委員会 ５ ７ ４ ２ １ ０ 

合 計 ２５７ １５２ １１５ ３６ １３ ２０ 

 

３ 職員の退職の状況 

平成２５年度における職員の退職の状況は，次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 定年退職 特例退職 
自己都合 

退職 
その他 合計 

（参考） 

２４年度 

市長部局等 １８９ ８６ ６５ ６４ ４０４ ３３９ 

消 防 局 ６４ １０ １１ １ ８６ １０９ 

交 通 局 ２９ ６ １ １ ３７ ５１ 

上下水道局 ６８ ３ ３ ０ ７４ ６０ 

教育委員会 ２５６ ９３ １０１ １０ ４６０ ４５９ 

合 計 ６０６ １９８ １８１ ７６ １，０６１ １，０１８ 

（注）１ 特例退職とは，５０歳（医師等の場合５５歳）以上，定年退職前に早期退職したもので，

市長が特に適当と認めるものをいいます。 

２ 「その他」は，死亡退職，分限免職，懲戒免職，地方独立行政法人京都市産業技術研究

所への引継職員などです。 
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４ 職員数の状況 

  実人員数 

ア 各年度４月１日現在の職員数                  （単位：人） 

区  分 
職員数 対前年度増減数

（△：減） ２５年度 ２６年度 

市 長 部 局 等 
７，９３２  

（２１０） 

７，８１８  

（３０６） 

△１１４  

（９６） 

消 防 局 
１，７４４  

（４２） 

１，７１９  

（６７） 

△２５ 

（２５） 

交 通 局 
１，１０６  

（０） 

１，１２８  

（１８） 

２２  

（１８） 

上 下 水 道 局 
 １，３１８ 

（３３） 

 １，２７８ 

（４３） 

△４０ 

（１０） 

教 育 委 員 会 
１，４７７  

（４６） 

１，４２７  

（５８） 

△５０ 

（１２） 

合  計 
１３，５７７  

（３３１） 

１３，３７０  

（４９２） 

△２０７  

（１６１） 

  （注）１ 職員数は，府費負担教職員（京都府が給与費を負担している教職員），臨時及び非常勤

職員を除いた一般職の数です。      

２ （ ）内は，再任用職員（本市退職職員のうち，在職中の知識や経験を活用し，一般職

の地方公務員として職務に従事する者）で，外数です。 

３ 消防局の職員数からは，初任教育中の消防職員を除いています。（以下の職員数につ

いても同様。） 

    初任教育とは，新たに採用された消防職員に対して，職務に必要な規律や基礎知識，

技術などを修得させる教育であり，全寮制の消防学校で実施しています。 
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イ 「はばたけ未来へ！京プラン」実施計画における部門別定員管理計画による職員

数適正化進捗状況 

     職員数の適正化については，「京都未来まちづくりプラン」（平成２１年１月策

定）における「平成２３年度までの４年間に本市全体で１，３００人の職員数削

減」という目標に対して，１，４４４人の削減を達成するなど，これまでも徹底

した取組を進めてきました。 

 平成２４年３月に新たに策定した「「はばたけ未来へ！京プラン」実施計画」で

は，京都市の都市特性を踏まえた水準の高い行政サービスを維持しつつ，徹底し

た効率化を図るため，行政部門ごとにメリハリをつけた部門別定員管理計画を策

定し，「平成２７年度までの４年間に普通会計部門で職員６００人程度，公営企業

会計部門で９０人以上を削減」することを目指しています。 

平成２４年度当初における削減数は３４３人（普通会計部門２５０人減，公営

企業会計部門９３人減），平成２５年度当初における削減数は１２５人（普通会計

部門１２８人減，公営企業会計部門３人増），平成２６年度当初における削減数は

２０７人（普通会計部門１８９人減，公営企業会計部門１８人減），３年間で合計

６７５人を削減しており，今後も，行政課題には的確に対応しつつ，効率的で効

果的な人員配置を行うなど，更なる職員数の適正化に努めます。 

  

    （「「はばたけ未来へ！京プラン」実施計画」における職員適正化進捗状況） 

 24 年度 25 年度 26 年度 合計 

増減数（人） 

普通会計部門 △250 △128 △189 △567 

公営企業会計部門  △93   3  △18 △108 

計 △343 △125 △207 △675 

（注）増減数は，各年度４月１日現在の職員数と前年度４月１日現在の職員数を比較し

た数です（再任用職員は除く）。 

 

    ＜参考＞ 

（「京都未来まちづくりプラン」における減員数） 

年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 合計 

増減数（人） △256 △371 △413 △404 △1,444 

（注）１ 増減数は，各年度４月１日現在の職員数と前年度４月１日現在の職員数を比

較した数です（再任用職員は除く）。 

   ２ 地方独立行政法人京都市立病院機構設立に伴う減員数を除きます。 
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  定員管理調査における職員数等 

   定員管理調査とは，地方公共団体の職員数の実態を把握するため，当該年度の４月

１日を基準日として，総務省が毎年行っている調査です。 

  なお，職員数の調査手法が異なるため，３ページ「ア 各年度４月１日現在の職員

数」とは，一致しません。 

 

ア 定員管理調査における部門別職員数の状況と主な増減理由 

 

 

（注）１ 職員数は，一般職に属する職員数 

    ２ [  ]内は，条例定数の合計 

      （条例定数とは，京都市職員定数条例に定める職員数をいいます。） 

 

  区 分  

部 門 

職員数（人） 対前年 

増減数 主な増減理由 
平成 25 年 平成 26 年 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議 会 33 31 △2 （増） 

保健福祉施策の推進 

防災減災対策などに伴う増員 

 

（減） 

 産業技術研究所の地方独立行政法人化 

公営保育所民間移管 

業務執行体制の見直しなどに伴う減員 

総 務 1,354 1,412 58 

税 務 593 613 20 

労 働 3 3 0 

農林水産 112 110 △2 

商 工 183 133 △50 

土 木 1,242 1,245 3 

民 生 2,055 2,045 △10 

衛 生 1,920 1,875 △45 

計 7,495 7,467 △28 <参考>人口 1万人当たり職員数 52.62 人 

教 育 部 門 1,666 1,637 △29 （減） 

 業務執行体制の見直しなどに伴う減員 消 防 部 門 1,830 1,818 △12 

小 計 10,991 10,922 △69 <参考>人口 1万人当たり職員数 76.97 人 

会 
計 

部 

門 

公 

営 
企 

業 

等  

交 通 1,106 1,146 40 （減） 

民間委託や，業務執行体制の見直しなど

に伴う減員 

水 道 747 756 9 

下 水 道 571 565 △6 

そ の 他 357 365 8 

小 計 2,781 2,832 51 

合計 
13,772 

[14,954] 

13,754 

[14,880] 

△18 

[△74] 

<参考>人口 1万人当たり職員数 96.92 人 
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 イ 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月 1 日現在） 

    

 

 

区分 
20 歳 

未満 

20～

23 歳 

24～

27 歳 

28～ 

31 歳 

32～ 

35 歳 

36～ 

39 歳 

40～ 

43 歳 

44～ 

47 歳 

48～ 

51 歳 

52～ 

55 歳 

56～ 

59 歳 

60 歳 

以上 
計 

職員数 
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

21 378 990 1,090 1,097 1,477 1,743 1,463 1,661 1,734 1,703 397 13,754 

 

 

ウ 職員数の推移 

  年度 

 

部門別 

21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

過去 5 年間

の増減数

（率） 

一般行政 7,704 7,583 7,496 7,466 7,495 7,467 
△237 

(△3.1％) 

教育 2,065 2,001 1,928 1,769 1,666 1,637 
△428 

(△20.7％) 

消防 1,935 1,903 1,872 1,864 1,830 1,818 
△117 

(△6.0％) 

普通会計計 11,704 11,487 11,296 11,099 10,991 10,922 
△782 

(△6.7％) 

公営企業等

会計計 
3,878 3,716 2,882 2,789 2,781 2,832 

△1,046 

(△27.0％) 

総合計 15,582 15,203 14,178 13,888 13,772 13,754 
△1,828 

(△11.7％) 
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５ 職員の再就職の状況 

職員の再就職における透明性の向上等に資することを目的に，「京都市退職職員の再就

職に関する取扱要綱」を平成１８年３月３１日から施行し，課長級以上の職にある職員

が営利企業に再就職したときは，退職後３年間は，退職前５年間に担当していた業務に

関連する営業活動に従事しないことや，再就職の状況の公表等について必要な事項を定

めています。 

課長級以上の職で退職した職員の再就職の状況は，次のとおりです。 

 

         （単位：人） 

区 分 
課長級以上の

退職者数 

       うち再就職者数  

本市 外郭団体 非営利団体 民間企業 合計 

市長部局等 ９２ ２２ １３ ２１ ０ ５６ 

消 防 局 ２０ ６ １ １ １０ １８ 

交 通 局 ５ １ ３ １ ０ ５ 

上下水道局 １９ ８ ２ ３ ５ １８ 

教育委員会 ７３ ４６ ４ １４ １ ６５ 

合 計 ２０９ ８３ ２３ ４０ １６ １６２ 

（注）１ 上記は，平成２５年８月から平成２６年７月末までの期間における課長級以上の退職者

数及び再就職者数 

２ 退職者数からは，２ページの「３ 職員の退職の状況」のうち，「その他」の区分によ

る者を除いています。 
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第２章 職員の給与の状況 

本市職員の給与は，国と他の地方公共団体の職員の給与や民間の給与，生計費など

を考慮して，市会の議決を経て定められています。また，市長をはじめとする特別職

の報酬などは，学識経験者等で構成される審議会の答申をもとに，同じく市会の議決

を経て定められています。 

１ 人件費等の状況 

  人件費の状況 
人件費とは，職員への給料や各種手当をはじめ，市長や市会議員などの特別職に支

給された給料，報酬等に要した経費のことをいいます。 

人件費の平成２５年度決算見込みは，次のとおりです。 

 

ア 普通会計部門（市長部局等，消防局及び教育委員会）の状況 

住民基本 

台帳人口 

（25年度末） 

歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 
人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

24 年度の 

人件費率 

人

1,419,083 

千円

712,639,776 

千円 

1,991,052  

千円

111,460,117  

％

15.6 

％

15.8 

（注）１ 普通会計とは，地方公共団体間の財政規模やその状況などが相互に比較できるよう，統一

的な基準で整理された会計区分で，一般会計（ごみ収集や福祉事業，教育に係る費用など，

京都市の基本的な業務を行うための経費等で構成された会計区分）とは異なります。 

   ２ 実質収支とは，当該年度の歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額から，翌年度に繰り

越した支払いや未納金など，本来はその年度に計上されるべき支出や収入も差し引いた実質

的な収支の差額です。 

 

イ 公営企業の状況  

区    分 
収益的支出

（Ａ） 
純損益 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

24 年度の 

人件費率 

交

通

局 

自動車運送

事 業 

千円 

16,833,663 

千円 

2,855,434 

千円 

6,839,691 

％ 

40.6 

％ 

43.6 

高 速 鉄 道 

事 業 

千円 

32,493,179 

千円 

△6,230,438 

千円 

5,237,539 

％ 

16.1 

％ 

16.0 

上

下

水

道

局 

水 道 事 業 
千円 

27,237,896 

千円 

1,971,031 

千円 

5,970,195 

％ 

21.9 

％ 

19.8 

公共下水道

事 業 

千円 

39,948,507 

千円 

4,023,816 

千円 

4,271,764 

％ 

10.7 

％ 

11.0 

（注）１ 収益的支出とは，企業の経営活動に伴い発生するすべての費用のことをいいます。   

２ 純損益とは，企業の経営活動の結果として得た収入から，その収入を得るためにかかる費

用を差し引いたものをいいます。 

    ３ 資本勘定支弁職員に係る職員給与費（交通局なし，上下水道局 2,196,331 千円）を含まな

い。 
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  職員給与費の状況 

   給与とは，給料及び諸手当（扶養手当，民間企業のボーナスに相当する期末・勤勉

手当などの各種手当から退職手当を除いたもの）のことをいいます。 

   平成２５年度決算見込みにおける給与費は，次のとおりです。 

   なお，職員数は，普通会計に属する職員の人数となっていますので，３ページ「４ 

職員数の状況」とは，一致しません。 

 

  ア 普通会計部門（市長部局等，消防局及び教育委員会）の状況 

職員数（Ａ） 

給  与  費 
（参考） 

１人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

 

 

人

10,990 

千円

43,178,030 

千円

14,700,420 

千円

17,420,574 

千円

75,299,024 

千円

6,852 

（注）１ 職員手当には，退職手当を含みません。 

    ２ 職員数は，平成２５年４月１日現在の人数です。 

    ３ 給与費については，再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており，職員数には当該 

     職員を含んでいません。 

    

  

イ 公営企業の状況 

区    分 
職員数 

（Ａ） 

給 与 費 一人当たり

給与費 

（Ｂ／Ａ） 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

交

通

局 
自 動 車 

運送事業 

人 

622 

千円 

2,137,638 

千円 

1,101,967 

千円 

879,873 

千円 

4,119,478 

千円 

6,623 

高 速 

鉄道事業 

人 

527 

千円 

1,897,036 

千円 

971,049 

千円 

781,371 

千円 

3,649,456 

千円 

6,925 

上
下
水
道
局 

水道事業 
人 

741 

千円 

2,909,875 

千円 

1,051,712 

千円 

1,198,182 

千円 

5,159,769 

千円 

6,963 

公共下水 

道 事 業 

人 

572 

千円 

2,273,182 

千円 

835,890 

千円 

922,109 

千円 

4,031,181 

千円 

7,048 

（注）１ 職員手当には，退職手当を含みません。 

    ２ 職員数は，平成２６年３月３１日現在の人数であり，同日付けの退職者数を含みます。 
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   給与減額措置の状況 

   国が地方公務員の給与削減を前提に平成２５年度の地方交付税を減額したことを受

け，その影響を市民の皆様に及ぼすことを回避するため，次の給与減額措置を実施し

ました。 

職員の区分 
減額対象の給与の種類及び減額率 

減額期間 
給料 地域手当 管理職手当 

局長級相当職員 ６．４％ ６．４％ １０％ 

平成25年7月1

日～平成 26 年

3 月 31 日 

部長級相当職員 ６．４％ ６．４％ ５％ 

課長級相当職員 ６．４％ ６．４％ ― 

課長補佐級及び

係長級相当職員 
４．８％ ４．８％ ― 

その他の職員 

（係員） 
３．６％ ３．６％ ― 

 

   また，依然として厳しい本市の財政状況を踏まえ，市長をはじめとする特別職につ

いては，次の給与減額措置を引き続き実施しています。 

職員の区分 
減額対象の給与の種類及び減額率 

減額期間 
給料 地域手当 期末手当 

市 長 ２０％ ２０％ ２０％ 平成21年1月1

日～平成 27 年

3 月 31 日 

副市長 １２％ １２％ １２％ 

常勤の監査委員  ５％  ５％  ５％ 

※ 市会においても，平成２３年４月１日から平成２７年３月３１日までの間，議

員報酬の１０％（平成２１年４月１日から平成２３年３月３１日までの間につい

ては，５％）の減額措置を実施しています。 
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  ラスパイレス指数の比較（平成２０年度と２５年度） 

ラスパイレス指数とは，国家公務員の給料を１００とした場合の地方公務員の給料

水準を示したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） 「参考値」は，国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による減額措置が 

    ないとした場合の値です。 

 

  平成２５年度給与改定の状況 

  ① 月例給 

人事委員会の勧告  （参考） 

民間給与 

     Ａ 

公務員給与 

     Ｂ

較差 

  Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

給与改定率 国の改定率 

円

403,278 

円

403,294 

△16 円 

（△0.004％） 

％ 

― 

％

― 

％

― 

（注） ｢民間給与｣，「公務員給与」は，人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイ

レス比較した平均給与月額であり，給与の減額措置がないものと仮定した場合の額です。 

 

② 特別給（期末・勤勉手当） 

人事委員会の勧告  （参考） 

民間の支給 

割合 

     Ａ 

公務員の 

支給月数 

     Ｂ

較差 

   

  Ａ－Ｂ 

勧告 

 

（改定月数）

年間支給 

月数 

国の年間 

支給月数 

月

3.96 

月

3.95 

月 

0.01 

月

― 

月

3.95 

月

3.95 

（注） ｢民間の支給割合｣は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合，「公務員の支

給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 

 

101.6 101.6

98.3

110.3
109.1

106.6

101.9 100.8

98.5

105.4
105.6

104.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

京都市 指定都市 全国市平均

（H25.4.1） 

（H25.4.1） 

（H25.4.1） 

（H25.7.1） 
（H25.4.1） 

 ※参考値 

（H25.7.1） 

（H20.4.1） （H20.4.1） 

（H20.4.1） 

（H25.4.1） 

 ※参考値 （H25.7.1） 
（H25.4.1） 

 ※参考値 
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２ 平均給与及び初任給の状況 

  職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額等の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成２６年４月１日現在における平均年齢等の状況

は，次のとおりです。 

ア 市長部局等，消防局及び教育委員会の状況 

   ① 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース）

京 都 市 42.8 歳 340,706 円 462,001 円 400,965 円 

参 
 

考 

京 都 府 

(２５年度) 
44.2 歳 339,515 円 430,067 円 389,913 円 

国 

（２５年度） 
43.1 歳 

307,220 円 

(332,446 円) 
― 

376,257 円 

(405,463 円) 

指定都市平均 

(２５年度) 
42.3 歳 332,553 円 444,831 円 391,372 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは，職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは，給料月額と諸手当（退職手当及び期末・勤勉手当を除く，す

べての手当）の額を合計したものです。 

３ 「平均給与月額（国比較ベース）」は，国家公務員と同じ基準で比較するため，給料，

扶養手当，地域手当，住居手当，管理職手当及び単身赴任手当の額を合計したものです。   

各種手当の内容，支給額などは，１６～２７ページの「３ 手当の状況」において記

載しています。 

 ４ 一般行政職とは，事務職員と土木や建築などの技術職員等をいいます。 

５ 国の（ ）内の数は，時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による減額措置がな 

 いとした場合の値（減額前）です。 
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② 技能・労務職 

区分 

公 務 員 民 間 

平均 

年齢 
職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額 

平均給与 

月額 

（国比較ベース） 

対 応 する

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

平均給与 

月額 

京 都 市 48.6 歳 1,396 人 334,577 円 418,418 円 386,617 円 ― ― ― 

 
ま ち 美 化 

業 務 員 
44.7 歳   336 人 325,537 円 425,155 円 380,516 円 

廃棄物

処理業

従業員 

44.6 歳 290,600 円 

給食調理員 48.0 歳   238 人 326,029 円 377,785 円 373,350 円 調理士 38.3 歳 258,800 円 

管理用務員 52.4 歳   171 人 360,343 円 413,430 円 409,040 円 用務員 53.7 歳 202,700 円 

京都府 

（２５年度） 
52.8 歳   329 人 353,790 円 407,298 円 389,797 円 ― ― ― 

国 

（２５年度） 
49.9 歳 3,272 人 

272,119 円

（ 2 8 6 , 8 5 0 円 ）
― 

309,534 円 

（ 3 2 5 , 4 0 0 円 ）
― ― ― 

指定都市平均

（２５年度） 
47.1 歳 1,384 人 322,165 円 405,330 円 376,068 円 ― ― ― 

（注）１ 民間のデータは，賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

（平成２２年度から平成２４年度の３箇年の全国平均）。 

２ 民間の「廃棄物処理業従業員」及び「用務員」のデータは全国平均，「調理士」のデータは

京都府平均のものです。なお，民間の類似職種は，業務内容，雇用形態等が一致しているもの

ではありませんので，単純に比較することはできません。 

３ 国の（ ）内の数は，時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による減額措置がないとし

た場合の値（減額前）です。 

 

③  高等学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

京 都 市 47.8 歳 395,344 円 476,376 円 

京 都 府 
（２５年度） 

45.8 歳 387,582 円 448,675 円 

指定都市平均 
（２５年度） 

46.4 歳 393,499 円 480,779 円 
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イ 公営企業の状況 

 平均年齢 基本給 平均月収額 

交 通 局 42.6 歳 317,529 円 526,856 円 

上下水道局 45.0 歳 387,225 円 583,932 円 

（注）１ 「基本給」には，給料のほか，地域手当及び扶養手当を含みます。 

２ 「平均月収額」は，平均年収額を１２で除したものであり，基本給のほか，退職手当

を除くすべての手当を含みます。 

 

（参考：バス事業運転士） 

区分 

公 務 員 民 間 

平均 

年齢 
職員数 基本給 

平均月収額

（Ａ） 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

平均月収額

（Ｂ） 

京都市 
41.7 歳 

（45.4 歳） 

566 人 

（640 人） 

280,407 円 

（271,639 円） 

466,585 円 

（445,596 円） 

営業用バス 

運転者 
50.8 歳 345,400 円 

指定都市平均 

（２５年度） 
47.0 歳 446 人 353,230 円 591,031 円 － － － 

（注）１ （ ）内は，非常勤嘱託職員を含みます。 

   ２ 民間の「営業用バス運転者」のデータは京都府平均のものです。 

 

  職員の初任給の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成２６年４月１日現在における初任給の状況は，

次のとおりです。 

区 分 京都市 京都府 国 

一 般 

行 政 職 

大 学 卒 181,000 円 ※１ 179,700 円 

（総合職） 

181,200 円 

（一般職） 

172,200 円 

高 校 卒 145,400 円 ※２ 145,400 円 140,100 円 

技 能 ・ 労 務 職 

（１８歳） 

141,300 円～ 

148,700 円 

（１８歳） 

143,200 円 
― 

高 等 学 校 教 育 職 200,600 円 200,600 円 ― 

   （注） ※１は上級の一般事務職における初任給，※２は中級の一般事務職における初任給で 

あり，京都府及び国の欄は，これに相応する試験区分及び職種の初任給です。 
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  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

本市職員のうち代表的な職種の平成２６年４月１日現在における経験年数別・学歴別

平均給料月額は，次のとおりです。 

区  分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一 般 

行 政 職 

大学卒 272,172円 365,483円 402,665円 434,566円 

高校卒 216,136円 308,390円 353,956円 381,031円 

技 能 ・ 

労 務 職 

高校卒 ― 300,556円 331,772円 360,990円 

中学卒 ― 285,547円 334,226円 354,002円 

高 等 学 校 教 育 職 315,650円 386,235円 400,829円 432,432円 

（注）１  経験年数とは，職員として在職した期間のことですが，学校卒業から職員採用までの間

に，民間企業等での勤務経験がある場合には，職務に役立つ度合いに応じ，その期間を換

算したものを含めた期間となっています。 

２  数値のない欄については，「ハイフン（－）」としています。 

  

  昇給への勤務成績の反映状況 

  管理又は監督の地位にある職員については平成２４年度から，その他の職員について

は平成２５年度から，人事評価の結果を翌年度の１月１日の昇給に反映させています。 

ア 管理又は監督の地位にある職員 

  (ｱ) 対象者 

成績不良者 

人事評価の最下位区分の者 

【局長級】  Ａ，Ｂ，Ｃの３段階のうち，Ｃ評価の者 

【部課長級】 業績評価，行動評価のいずれかが，Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ， 

              Ｄの５段階のうち，Ｄ評価の者 

  (ｲ) 反映の内容 

翌年度の昇給を停止します。 

 

イ その他の職員 

  (ｱ) 対象者 

    人事評価制度における個別評語の合計点が２４点以下（満点：７５点）の者 

  (ｲ) 反映の内容 

    翌年度の昇給の号給数加算の対象から除きます。 
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３ 手当の状況 

  職員には，「京都市職員給与条例」等に基づき，各種手当を支給しています。手当の種

類は，次のとおりです。 

 

  期末手当・勤勉手当 

   期末手当・勤勉手当とは，民間企業のボーナスに当たるものです。 

期末手当は職員の採用等の時期に応じ，また，勤勉手当は職員の勤務成績に応じて

支給されます。 

平成２５年度の支給割合等は，次のとおりです。 

京都市 京都府 国 

期末手当      勤勉手当 

 2.60  月分     1.35 月分 

【2.20】月分   【1.75】月分 

（1.45）月分   （0.65）月分 

期末手当     勤勉手当  

 2.60  月分    1.35  月分 

【2.20】月分  【1.75】月分 

（1.45）月分  （0.65）月分 

期末手当     勤勉手当  

 2.60  月分    1.35  月分 

【2.20】月分  【1.75】月分 

（1.45）月分  （0.65）月分 

（加算措置の状況） 

・管理又は監督の地位にある職員 

10～23％ 

・係長級以上の職員等   5～20％ 

（加算措置の状況） 

・管理職    10～20％ 

・役職      5～20％ 

（加算措置の状況） 

・管理職    10～25％ 

・役職      5～20％ 

1 人当たり平均支給年額  

市 長 部 局 等 ， 消 防 局 及 び 教 育 委 員 会    

1,585 千円 

交 通 局     1,457 千円 

上下水道局      1,625 千円 

１人当たり平均支給年額 

      1,603 千円 

（２４年度） ― 

（注） １ 【 】内は，管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定めるものに係る支給割合です。 

２ ( )内は，再任用職員に係る支給割合です。 

３ 管理職とは，京都市における管理又は監督の地位にある職員に該当する者をいいます。 

４ 役職とは，京都市における係長級以上の職員等に該当する者をいいます。 
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【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

  管理又は監督の地位にある職員については平成２４年度から，その他の職員について

は平成２５年度から，人事評価の結果を翌年度の勤勉手当の支給率に反映させています。  

 ア 管理又は監督の地位にある職員 

  ( ｱ ) 対象者 

成績優秀者 

【局長級】  Ａ，Ｂ，Ｃの３段階のうち，Ａ評価の者 

【部課長級】 業績評価，行動評価のいずれもが，Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ， 

Ｄの５段階のうち，Ｓ又はＡ評価の者 

職階ごとに，上記に掲げる者の中から１０％の範囲内で決定 

成績不良者 

人事評価の最下位区分の者 

【局長級】  Ａ，Ｂ，Ｃの３段階のうち，Ｃ評価の者 

【部課長級】 業績評価，行動評価のいずれかが，Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ， 

              Ｄの５段階のうち，Ｄ評価の者 

  ( ｲ ) 反映の内容 

成績優秀者 
翌年度の手当の支給割合を，成績標準者に係る支給割合（※）から

１０％割増します。 

成績不良者 
翌年度の手当の支給割合を，成績標準者に係る支給割合（※）から

３０％減じます。 

※ 成績優秀者の割増分の原資を確保するため，成績標準者（成績優秀者及び成績

不良者以外の者をいう。）の支給割合を，条例に規定する支給割合から１％減じて

います。 

 

 イ その他の職員 

  ( ｱ ) 対象者 

人事評価制度における個別評語の合計点が２４点以下（満点：７５点）の者 

  ( ｲ ) 反映の内容 

翌年度の手当の支給割合を，条例に規定する支給割合から２０％減じます。 
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  退職手当 

退職手当とは，退職時に支給される一時金であり，退職時の給料月額に退職事由（定

年，自己都合等）に応じた支給率を乗じて算出しています。平成２６年４月１日現在

の支給月数などは，次のとおりです。 

なお，本市では国の見直し内容に準じ，平成２５年４月１日から支給率を段階的に

引き下げています（平成２６年４月第二段階目引下げ，平成２７年４月制度完成）。 

 京都市 国 

  自己都合    定年 

勤続 20 年  18.577 月分   28.98 月分 

勤続 25 年  23.732 月分  37.26 月分 

勤続 35 年    40.25 月分   52.44 月分 

最高限度額  52.44 月分  52.44 月分 

（その他の加算措置） 

定年前に早期退職した場合（特例退職） 

20％以内 

  自己都合    定年 

勤続 20 年  21.62 月分  27.025 月分 

勤続 25 年  30.82 月分    36.57 月分 

勤続 35 年  43.7 月分   52.44 月分 

最高限度額 52.44 月分   52.44 月分 

（その他の加算措置） 

定年前に早期退職した場合（定年前早期退職特例措置） 

45％以内 

1 人当たり平均支給額 

 市長部局等，消防局及び教育委員会  22,204 千円 

交 通 局           21,132 千円 

 上下水道局           22,958 千円 

― 

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は，平成２５年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

  地域手当 

地域手当は，給与に民間賃金の地域間格差を適切に反映させるために，物価等も踏

まえつつ，主に民間賃金の高い地域に勤務する職員に対して支給する手当です。 

平成２６年４月１日現在の支給率等（支給実績は，平成２５年度決算見込みの数値）

は，次のとおりです。 

  ア 市長部局等，消防局及び教育委員会 

支 給 実 績 4,479,012 千円 

支給職員 1 人当たり平均支給年額 376,577 円 

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の支給率 

京 都 市 域 10,875 人 10％ 10％ 

東京都の特別区の区域

内に存する勤務公署 
10 人 18％ 18％ 

医 師 36 人 15％ 15％ 
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イ 公営企業 

交 
 

通 
 

局 

支 給 実 績 428,843 千円 

支給職員 1 人当たり平均支給年額 376,178 円 

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 

京 都 市 域 1,140 人 10％ 

上 

下 

水 

道 

局 

支 給 実 績 542,867 千円 

支給職員 1 人当たり平均支給年額 415,991 円 

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 

京 都 市 域 1,305 人 10％ 

 

  特殊勤務手当 

   特殊勤務手当は，著しく危険，不快，不健康などの特殊な勤務に従事する職員に支

給される手当です。 

平成２６年度現在，特殊勤務手当には，次のものがあります。 

 ア 市長部局等，消防局及び教育委員会 

手当の名称 主な支給対象職員 支給単価 

航 空 

業 務 手 当 
航空業務に従事する職員 

1回300円以内 

又は1時間900円以内 

又は月額120,000円以内 

消 防 特 殊 

業 務 手 当 

 

消防作業等に従事する職員 

 

1回2,000円以内 

又は1時間620円以内 

又は日額4,000円以内 

事業用電気

工作物保安

監督等手当 

電気主任技術者，ボイラー・タービ

ン主任技術者及びボイラー取扱作業

主任者 

月額4,000円以内 

特 殊 現 場 

作 業 手 当 

特殊な現場における困難な業務に従

事する職員 
日額1,200円以内 

動 物 取 扱 

作 業 手 当 

動物の飼育，保管，処分等に従事す

る職員 

1回270円以内 

又は日額1,500円以内 

放射線取扱

手 当 

放射線を照射する業務に従事する職

員 
日額230円以内 

保 健 医 療 

業 務 手 当 

公衆衛生又は地域医療に関する業務

に従事する職員 

1回1,000円以内 

又は日額1,500円以内 
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手当の名称 主な支給対象職員 支給単価 

社 会 福 祉 

業 務 手 当 

社会福祉法等に定める施設等におい

て，福祉六法の規定に基づく業務に

従事する職員 

1回500円以内 

又は日額1,500円以内 

用地交渉等

手 当 

土地の取得等に係る交渉に従事する

職員 
日額260円以内 

賦 課 徴 収 

業 務 手 当 

市税等の賦課，徴収，収納等に直接

従事する職員 
日額600円以内 

能 率 手 当 

特に精神的な緊張を強いられる勤

務，作業の質的な困難性が高い勤務，

特に時間的な負担が掛かる勤務等に

従事し，高度の能率を上げた職員 

1の年度を通じて給料月額の12倍の

100分の25以内 

隔 日 勤 務 

手 当 

正規の勤務が2日にわたり，その間24

時間拘束される職員 
1回給料月額の130分の1以内 

変 則 勤 務 

手 当 

勤務時間の全部又は一部が深夜，早

朝等著しく変則的な時間に属する職

員 

1回4,400円以内 

又は日額12,000円以内 

 

イ 公営企業 

(ア) 交通局 

手当の名称 主な支給対象職員 支給単価 

能 率 手 当 市長部局等と同じ 市長部局等と同じ 

隔 日 勤 務 

手 当 

バス営業所における事務職員

及び地下鉄駅関係職員で，24時

間交代勤務，営業時間交代勤務

に従事するもの 

勤務１回につき 

24時間交代勤務 600円 

営業時間交代勤務 500円 

仮 泊 手 当 
地下鉄乗務員で，仮泊勤務に従

事するもの 
勤務１回につき600円 

中 休 仕 業 

勤 務 手 当 

バス運転士，地下鉄乗務員で，

中休勤務（朝・夕ラッシュ時に

乗務する勤務）に従事するもの 

10分につき45円 
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(イ) 上下水道局 

手当の名称 主な支給対象職員 支給単価 

特 異 性 手 当 

汚水や汚泥の処理（下水処理）

作業や事業場の排出規制物質

の調査に従事する職員等 

日額150円～700円 

奨 励 金 

水道メーターの取替業務に従

事する職員 

施設内の死獣処理（疏水路等に

おける動物の死骸の引き上

げ・処理）業務に従事する職員 

1件につき42円 

 

1件につき800円 

能 率 手 当 市長部局等と同じ 市長部局等と同じ 

 

 （平成２５年度決算見込みにおける支給実績） 

 支給実績 
支給職員 1 人当たり

平均支給年額 

職員全体に占める 

手当支給職員の割合 

手当の種類 

（手当数） 

市長部局等，

消防局及び教

育委員会 

889,735 千円 155,684 円 52.0％  13  

公

営

企

業 

交 通 局 52,986 千円 65,821 円 70.6％ 4  

上 下 

水 道 局 
65,895 千円 69,072 円 73.1％ 3  
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  時間外勤務手当 

   時間外勤務手当は，正規の勤務時間外に勤務した職員に支給する手当です。平成 

２４年度実績及び２５年度決算見込みにおける支給実績等は，次のとおりです。 

    

 

平成２５年度 平成２４年度（参考） 

支給実績 
職員 1 人当たり

平均支給年額 
支給実績 

職員 1 人当たり

平均支給年額 

市長部局等，

消防局及び教

育委員会 

3,410,345 千円 310 千円 3,178,237 千円 286 千円 

交 通 局 954,521 千円 914 千円 896,298 千円 894 千円 

上下水道局 629,411 千円 482 千円 670,907 千円 501 千円 

(注) 交通局及び上下水道局については，市長部局等の休日勤務手当（２５ページ参照）に相当す

る手当を含めています。 

 

  その他の手当 

   平成２６年４月１日現在，その他の手当には，次のものがあります。 

なお，支給実績は，平成２５年度決算見込みの数値です。また，[ ]内は国の状況

で，当該記載のない箇所は，京都市と同じです。 

 

  ア 初任給調整手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 部 局

等，消防局

及び教育委

員会 

医療職給料表の適用を受ける職

員で大学卒業の日から原則とし

て 37 年以内に採用されたもの 

249,100 円

以内 
74,390 

千円 

2,010,541

円 行政職給料表の適用を受ける医

師等で大学卒業の日から原則と

して 37 年以内に採用されたもの 

50,000 円 

以内 
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イ 扶養手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

配偶者 

 

その他の扶養親族 

 

配偶者がない場合の扶養親族 1 人の

み 

 

扶養親族でない配偶者がある場合の

扶養親族 1 人のみ 

 

満 16 歳の年度初めから満 22 歳の年

度末までの間にある子 

13,900 円  

[13,000 円] 

6,400 円  

[6,500 円] 

11,600 円  

[11,000 円] 

 

6,900 円 

[6,500 円] 

 

1 人につき  

5,000 円加算  

1,391,016 

千円 

225,814    

円 

交 通 局 市長部局等と同じ  
222,440 

千円 

268,000 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ  

194,376 

千円 

239,400

円 

  

 ウ 単身赴任手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

次の 4 つの支給要件を満たす職員に支給する。 

ア 勤務公署を異にする異動に伴い，住居を移転 

イ やむを得ない事情により同居していた配偶者等

と別居 

ウ 異動前の住居から異動後の勤務公署に通勤する

ことが通勤距離等を考慮して困難 

エ 単身で生活することを常況としている。 

  

基礎額               23,000 円 

 加算額 職員の住居と配偶者の住居との間の交通

距離が 100km 以上の場合，その距離に応じ 

6,000 円～45,000 円 

8,066 

千円 

268,867 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ 

636 

千円 

636,000 

円 
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  エ 通勤手当   

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

交通機関等利用者 

 全額支給限度      55,000 円 

交通用具使用者 

片道 5 ㎞未満      2,000 円 

    5km 以上 10km 未満   4,100 円    

10km 以上 15km 未満   6,500 円(7,200 円) 

15km 以上 20km 未満   8,900 円(9,800 円) 

20km 以上 25km 未満  11,300 円(12,400 円) 

25km 以上 30km 未満  13,700 円(15,100 円) 

30km 以上 35km 未満  16,100 円(17,700 円) 

35km 以上 40km 未満  18,500 円(20,400 円) 

40km 以上 45km 未満  20,900 円(23,000 円) 

45km 以上 50km 未満  21,800 円(24,000 円) 

50km 以上 55km 未満  22,700 円(25,000 円) 

55km 以上 60km 未満  23,600 円(26,000 円) 

60km 以上           24,500 円(27,000 円) 

1,361,732 

千円 

124,076 

円 

交 通 局 市長部局等と同じ  
140,767 

千円 

136,634 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ  

151,104 

千円 

187,956 

円 

 （注） １ （ ）内の額は，へき遠地に所在する勤務公署に勤務する者等の額 

２ 交通用具使用者のうち，自転車で通勤する職員は，その使用距離に応じて次の額を加算 

         片道 5㎞未満      1,000 円 

  片道 5km 以上 10km 未満    500 円 
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オ 住居手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員1人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

世帯主等で，住居費用を負担しているものに支給 

扶養親族を有する者等      10,500 円 

その他の者            9,500 円 

 

[借家又は借間居住者で，家賃が 12,000 円を超える

もの                             27,000 円以内] 

1,050,351 

千円 

115,856 

円 

交 通 局 市長部局等と同じ 
133,563 

千円 

125,411 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ 

141,067 

千円 

125,364 

円 

 

カ 休日勤務手当 

 内容及び支給額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

正規の勤務として次に掲げる日に勤務した場合 

ア 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

イ 1月 1日・2日・3 日及び 12 月 29 日・30 日・31 日 

勤務 1 日につき，勤務 1 時間当たりの給与額の 12

倍に相当する額以内 

 

[休日給として，勤務時間 1 時間につき勤務 1 時間当

り給与額の 100 分の 135 を支給] 

778,689 

千円 

302,756 

円 

(注) 交通局及び上下水道局については，市長部局等の休日勤務手当に相当する手当を時間外勤務

手当（２２ページ参照）に含めています。 
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キ 夜間勤務手当 

 内容及び支給額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

正規の勤務として午後 10 時から翌日の午前 5 時まで

の間に勤務した場合 

1 時間につき，1時間当たりの給与額の 100 分の 35 

 

[1 時間につき，1時間当たりの給与額の 100 分の 25] 

204,049 

千円 

121,603 

円 

交 通 局 市長部局等と同じ 
93,235 

千円 

117,129 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ 

55,185 

千円 

411,312 

円 

 

ク 宿日直手当 

 内容及び支給額 支給実績 
支給職員1人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

本来の勤務以外の勤務として宿直勤務又は日直勤務

をした場合 

 勤務 1 回につき 4,400 円以内 

（医師等については 23,000 円以内） 

[勤務 1 回につき 4,200 円 

 （入院患者の病状の急変等に対処するための医師等

の当直勤務は 20,000 円以内）] 

15,112 

千円 

148,157 

円 

交 通 局 

本来の勤務以外の勤務として宿直勤務又は日直勤務

をした場合 

 勤務 1 回につき 2,800 円以内 

0 

円 

0 

円 

上 下 

水 道 局 

本来の勤務以外の勤務として宿直勤務又は日直勤務

をした場合 

 勤務 1 回につき 4,400 円以内 

(管理者が特に必要があると認めるときは，給与日額

の３分の１に相当する額以内の額の加算あり) 

0 

円 

0 

円 
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ケ 管理職手当 

 内容及び支給月額 支給実績 
支給職員1人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定める

もの 

 給料月額の 100 分の 25 以内 

 

[俸給の特別調整額として，146,400 円以内] 

909,927 

千円 

779,715 

円 

交 通 局 
課長及びこれに準じる者以上の職員に対して支給 

 給料月額の 100 分の 25 以内 

45,108 

千円 

1,127,700 

円 

上 下 

水 道 局 

課長補佐及びこれに準じる者以上の職員に対して支

給 

給料月額の 100 分の 25 以内 

105,810 

千円 

884,208 

円 

 

コ 管理職員特別勤務手当 

 内容及び支給額 支給実績 
支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

市 長 

部局等，

消 防 局

及 び 教

育 委 員

会 

管理又は監督の地位にある職員で任命権者が定めるも

のが臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に

より，休日に勤務した場合において，任命権者が特に

必要と認めるとき 

 勤務 1 回につき 12,000 円以内 

 

28,882 

千円 

31,496 

円 

交 通 局 市長部局等と同じ 
1,471 

千円 

37,718 

円 

上 下 

水 道 局 
市長部局等と同じ 

1,252 

千円 

7,542 

円 
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４ 特別職の報酬等の状況 

  市長や市会議員などの特別職職員の報酬等は，学識経験者等で構成された「京都市特

別職報酬等審議会」の答申をもとに，市会の議決を経て定められています。 

市長及び副市長には，給料，地域手当，期末手当及び退職手当が，議長，副議長及び

議員には，議員報酬及び期末手当が支給されます。 

（平成２６年４月１日現在）  

区分 給料月額等 

給

料 

  指定都市における最高／最低額（２５年度） 

市 長 1,112,000 円 

（1,390,000 円） 

1,428,000 円／500,000 円     

副市長 968,000 円 1,148,000 円／810,000 円     

 （1,100,000 円）  

議

員

報

酬 

議 長 1,008,000 円 

（1,120,000 円） 

1,179,000 円／500,000 円     

副議長 927,000 円 

（1,030,000 円） 

1,061,000 円／500,000 円     

議 員 864,000 円 

（960,000 円） 

953,000 円／500,000 円     

期

末

手

当 

市 長 

副市長 

 

（２５年度支給割合） 

６月期   １．４０月分 

１２月期   １．５５月分 

  計    ２．９５ 月分 

議 長 

副議長 

議 員 

（２５年度支給割合） 

６月期   １．４０月分 

１２月期   １．５５月分 

  計    ２．９５ 月分 

退

職

手

当 

 （算定方式） （1期の手当額） （支給時期） 

市 長 

副市長 

給料月額×在職月数×100 分の 53 

給料月額×在職月数×100 分の 41 

3,536 万 1千 6百円 

2,164 万 8千円 

任期ごと 

（注）１ 本市では，厳しい財政状況を踏まえ，平成２１年１月１日から平成２７年３月３１日まで給

与減額措置を実施しています。給料及び議員報酬の( )内は，減額措置を行う前の金額です。 

２ 退職手当の「1 期の手当額」は，４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき，1 期（４年

＝４８月）務めた場合における退職手当の見込額です。 

３ 市長及び副市長の退職手当の支給割合については，平成２５年４月１日から，一般職の退職

手当支給率の見直しを踏まえた引下げを実施しました。 
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５ 級別職員数等の状況 

職員の給料は，職務の内容と責任の重さに応じて設けられた職務の級によって定めら

れています。 

市長部局等，消防局及び教育委員会の職員のうち，医師，薬剤師，看護師などを除い

た一般行政職の状況（平成２６年４月１日現在）は，次のとおりです。 

区分 
標準的な 

職務内容 

職員数 

(人) 

構成比 

（％） 

１年前の 

構成比 

５年前の 

構成比 

１号給の 

給料月額 

最高号給の

給料月額 

８級 
局 長 

区 長 
５３ １．０ ０．９ １．０ 392,500 円 579,100 円 

７級 
部 長 

副 区 長 
１４９ ２．７ ２．６ ２．４ 348,600 円 519,500 円 

６級 課 長 ５２３ ９．５ ９．６ ９．７ 315,200 円 474,900 円 

５級 課長補佐 ２３６ ４．３ ４．８ ５．０ 283,700 円 436,700 円 

４級 係 長 １，１０６ ２０．１ １９．６ １９．５ 262,300 円 420,300 円 

３級 主 任 １，６１０ ２９．３ ２９．６ ２８．１ 214,000 円 394,800 円 

２級 係 員 １，１５５ ２１．０ ２１．６ ２２．９ 178,300 円 339,400 円 

１級 係 員 ６６２ １２．０ １１．３ １１．４ 130,200 円 268,400 円 

合計  ５，４９４ １００．０ １００．０ １００．０ ― ― 

（注）１ 標準的な職務内容とは，それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

   ２ 平成２４年４月に９級制から８級制に変更しています（給料表の旧３級と旧４級を統

合）。５年前の構成比のうち３級の数値は，旧３級と旧４級の数値を合算したものです。 

３ 給料月額は，事務職員等に適用される行政職給料表について記載しています。 
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第３章 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

本市職員の勤務時間その他の勤務条件についても，給与と同様，国と他の地方公共

団体の職員との均衡等を考慮して，条例によって定められています。 

 

１ 職員の勤務時間について 

職員の勤務時間については，「京都市職員の勤務時間，休日，休暇等に関する条例」（以

下「勤務時間条例」といいます。）等によって定められています。 

職員の勤務時間は，原則として午前８時３０分から午後５時１５分までとし，その途

中に６０分の休憩時間を設けています。 

なお，業務の性質上，必要があると認める場合は，特別の定めをしています。 

 

２ 休暇制度について 

  休暇制度についても勤務時間と同様，「勤務時間条例」等により定められています。 

 

  年次休暇の状況 

   年次休暇は，４月１日から始まり３月３１日で終わる年次の間に２０日与えられま

すが，新規に採用された職員には，採用された月に応じて１日から２０日までの範囲

で与えられます。取得の単位は，原則として１日又は半日ですが，例外的に１時間を

単位として取得できます。その年次に使用しなかった年次休暇の日数は，２０日を限

度として翌年次に繰り越して使用することができます。 

   平成２５年度の年次休暇の取得状況は，次のとおりです。 

 

 
総付与日数 

Ａ 

総使用日数 

Ｂ 

対象職員数 

Ｃ 

平均取得日数 

Ｂ／Ｃ 

取得率 

Ｂ／Ａ 

市長部局等 274,216.5 日 97,975.5 日 7,326 人 13.4 日 35.7％ 

消 防 局 69,986.8 日 26,730.5 日 1,809 人 14.8 日 38.2％ 

交 通 局 41,371.5 日 20,540.4 日 1,141 人 18.0 日 49.6％ 

上下水道局 49,949.9 日 22,993.1 日 1,343 人 17.1 日 46.0％ 

教育委員会 273,573.3 日 79,218.5 日 7,313 人 10.8 日 29.0％ 

 （注）教育委員会の対象職員数には，教職員を含んでいます。 
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  特別休暇等の状況 

ア 特別休暇等    

平成２６年４月１日現在における特別休暇等の種類等は，次のとおりです。 

休暇の種類 付与日数，取得期間等 

出産休暇 
女性職員の出産予定日以前８週間（多胎妊娠の場合は１４週間）産

後８週間 

生理休暇 女性職員が生理のため著しく勤務が困難な場合，１回３日以内 

結婚休暇 職員が結婚した場合，７日以内 

服喪休暇 職員の配偶者又は３親等以内の親族が死亡した場合，７日以内 

ボランティア 

活動休暇 

職員が自発的に，かつ報酬を得ないで国内において社会貢献活動を

行う場合，１年次につき合計で５日以内 

任命権者の承認

があったとき 
（例）病気休務 

 

イ 介護休暇 

職員は，負傷，疾病などにより日常生活を営むことに支障がある配偶者，１親等

の親族又は同居の２親等の親族を介護する場合に，連続する３月の範囲内において

必要と認められる期間の介護休暇を取得することができます。 

 

  ウ 育児休業及び部分休業 

    育児休業に関する制度には，３歳に満たない子を養育するために休業することが

できる育児休業制度と，小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために１日

の勤務時間の一部について勤務しないことができる部分休業制度があります。 

平成２５年度における育児休業及び部分休業の取得状況は，次のとおりです。 

 

（単位：件）  

 
育児休業 

部分休業 
新規承認 期間延長 

市 長 部 局 等 １２１（ ４） ８（ ０） ２１１（２２） 

消 防 局 ５（ ０） １（ ０） ２（ ０） 

交 通 局 ５（ ３） ２（ ０） ９（ ２） 

上 下 水 道 局 ５（ １） ５（ ０） １６（ ３） 

教 育 委 員 会 ２０２（ ５） ４７（ ０） １３（ ０） 

合 計 ３３８（１３） ６３（ ０） ２５１（２７） 

  （注）( )内の数字は，男性職員の数で，内数です。 
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第４章 職員の分限及び懲戒処分の状況 

   分限処分は，勤務実績が良くない場合，心身の故障などによりその職務を十分に果

たすことができない場合，その職に必要な適格性を欠く場合などに，職員の意に反す

る不利益な身分上の変動をもたらす処分で，免職，休職，降任及び降給があります。 

 懲戒処分は，職員の服務規律違反等（法令に反したり，円滑な公務の遂行を妨げる

等の行為）に対して科す制裁としての処分で，免職，停職，減給及び戒告があります。 

１ 職員の分限処分の状況（平成２５年度） 

任命権者は，地方公務員法で定める事由（下表の「区分」欄参照）がある場合に職員

を降任し，又は免職することができ，同法又は条例に定めがある場合に職員を休職させ

ることができるとされています。 

なお，降給については，本市における実施実績はありません。 

（単位：人） 

区 分 免職 休職 降任 計 

条例で定める事由による場合

（法第 27 条第２項） 
― 

 １  

（１） 
― 

 １  

（１） 

勤務実績が良くない場合 

（法第28条第１項第１号） 

 ０  

（０） 
― 

 ０  

（０） 

 ０  

（０） 

心 身 の 故 障 の 場 合 

（法第 28 条第１項第２号

及び第２項第１号） 

 ０  

（０） 

３７１   

（３５７） 

 ０  

（０） 

 ３７１  

（３５７） 

必要な適格性を欠く場合 

（法第28条第１項第３号） 

 １  

（０） 
― 

 ０  

（０） 

 １  

（０） 

職制，定数の改廃，予算の減少に

より廃職，過員を生じた場合 

（法第28条第１項第４号） 

 ０  

（０） 
― 

 ０  

（０） 

 ０  

（０） 

刑事事件に関し起訴された場合 

（法第28条第２項第２号） 
― 

 ０  

（０） 
― 

 ０  

（０） 

合 計 
 １  

（０） 

 ３７２  

（３５８） 

 ０  

（０） 

３７３  

（３５８） 

（注）１ 分限処分としての免職とは，公務能率を維持する見地から職員の意に反してその職を失

わせる処分のことをいいます。 

   休職とは，職員に一定期間職務に従事させない処分のことをいいます。 

       降任とは，職員を現在よりも下位の職に任命する処分のことをいいます。 

２ 同一の者が複数回にわたって処分された場合には，処分１件につき１人として計上して

います（以下同じ。）。 

３ （ ）内は，前年度に処分を受けた職員の数です。 
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２ 京都市職員の分限処分の基準等について 

公務の能率の維持及びその適正な運営の確保を図るため，「京都市職員の分限処分の基

準等に関する要綱」を策定し，非違行為や職場における支障行動を繰り返すなど，職員

としての適格性を欠く場合等，一定の事由によりその職責を十分に果たすことのできな

い職員に対して，分限処分を行うための基準等を定めています。 

 

（参考）分限処分の対象職員 

ア 勤務実績が良くない職員 

イ その職に必要な適格性を欠く職員（※） 

ウ 心身の故障のため，職務の遂行に支障があり，又はこれに堪えない職員 

エ 行方不明となった職員 

 

※ その職に必要な適格性を欠く場合の例 

 ・遅刻や早退を繰り返す。 

 ・勤務時間中に無断で長時間，職場を離脱する。 

 ・業務上の重大な失策を繰り返す。 

 ・上司の命令に従わない。 

 ・上司等に対する暴力的言動を繰り返す。 

 ・協調性に欠け，他の職員や市民等と頻繁にトラブルを生じさせる。 

 ・上司等による受診命令や療養専念の指示に従わない。  

・公租公課の滞納その他の公務外の非違行為について，是正を図るための

指導を受けたにもかかわらず改善が見られない。 

・係長及びこれに準じる職以上の職にあるもので，その職に求められる責

任感の欠けた行動を取る。 
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３ 職員の懲戒処分の状況（平成２５年度） 

任命権者は，職員が①法令等に違反した場合，②職務上の義務に違反したり，職務を

怠った場合，③全体の奉仕者としてふさわしくない非行を行った場合に，懲戒処分とし

て，免職，停職，減給又は戒告の処分を行うことができるとされています。 

 （処分の種類） 

免職…懲罰として職員を勤務関係から排除する処分をいう。 

停職…懲罰として一定期間，職員を職務に従事させない処分をいう。 

減給…懲罰として一定期間，職員の給料の一定割合を減額して支給する処分をいう。 

戒告…職員の規律違反の責任を確認し，その将来を戒める処分をいう。 

 

  事由別・種類別処分数について 

(単位：人) 

区 分 免 職 停 職 減 給 戒 告 計 

一 般 服 務 関 係 

（欠勤，勤務態度不良等） 

０ １ ０ ０ １ 

（０） （１） （１） （０） （２） 

通常業務処理関係 

（処理手続不遵守等） 

０ ０ ０ １ １ 

（０） （０） （０） （０） （０） 

公金公物取扱関係 

（紛失，不正取扱等） 

０ ０ ０ ０ ０ 

（０） （０） （０） （０） （０） 

横 領 等 関 係 
０ ０ ０ ０ ０ 

（１） （０） （０） （０） （１） 

収 賄 ・ 供 応 関 係 
０ ０ ０ ０ ０ 

（０） （０） （０） （０） （０） 

交 通 事 故 ・ 交 通 

法 規 違 反 関 係 

０ ４ ３ ９ １６ 

（０） （１） （７） （１３） （２１） 

公 務 外 非 行 関 係 
３ ４ ０ ０ ７ 

（３） （０） （０） （１） （４） 

監督不行届等関係 
０ ０ ０ １ １ 

（０） （０） （２） （０） （２） 

計 
３ ９ ３ １１ ２６ 

（４） （２） （１０） （１４） （３０） 

（注）１ （ ）内は，前年度に処分を受けた職員の数です。 

     ２ 処分発令時に非公表とした処分を含みます。 
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  任命権者別・種類別処分数について 

（単位：人） 

局 名

等 

処 

分 

数 

構成

比

（％） 

 
在職者

数 

在職者

比(％) 

前年度 

処分数 

対前年 

度増減 免職 停職 減給 戒告 

市 長 

部局等 
３ 27.3 １ ２ ０ ０ 7,932 0.04 １ ２ 

消防局 １ 9.1 ０ １ ０ ０ 1,744 0.06 ２ △１ 

交通局 
１ 

（15） 
9.1 

０ 

(0) 

１ 

(3) 

０ 

(3) 

０ 

(9) 
1,106 0.09 

０ 

(20) 

１ 

(△5) 

上下水

道 局 
０ 0.0 ０ ０ ０ ０ 1,318 0.0 ４ △４ 

教育委

員 会 
６ 54.5 ２ ２ ０ ２ 8,414 0.07 ３ ３ 

合 計 
１１ 

（15） 
100.0 

３ 

(0) 

６ 

(3) 

０ 

(3) 

２ 

(9) 
20,514 0.05 

１０ 

(20) 

１ 

(△5) 

（注）１ 教育委員会には，学校教員を含みます。 

    ２ 在職者数は，平成２５年４月１日現在の数です。 

３ 処分発令時に非公表とした処分を含みます。 

４ 交通局の（ ）内の数は，業務上の運転事故等により処分を受けた職員の数で，外数で

す。 



- 36 - - 36 - 

４ 京都市職員の懲戒処分に関する指針について 

 

  指針制定の目的 

本指針は，過去の不祥事例を類型化し，標準的な懲戒処分の基準を掲げることによ

り，本市職員の服務規律違反等に対して，より一層厳正かつ公正に対処するとともに，

不祥事の防止に資することを目的とし，平成１４年１０月に制定したものです。 

平成１８年４月，同年９月及び平成２０年５月に，新たな項目を追加するとともに，

基準の厳格化を図りました。 

 

  処分基準等 

   服務規律違反等の種類による懲戒処分の程度は，次のとおりです。（２０年５月以降） 

区分 服務規律違反等 
処分内容 

免職 停職 減給 戒告 

一般服務関係 欠勤 ○ ○   

遅刻    ○ 

休暇の虚偽申請等 ○ ○   

勤務態度不良 ○ ○ ○ ○ 

職場の秩序を乱す行為 ○ ○ ○ ○ 

虚偽報告  ○ ○ ○ 

虚偽公文書等作成 ○    

争議行為等 ○ ○ ○ ○ 

秘密の漏えい ○ ○   

個人情報の不当利用 ○ ○   

副業行為 ○ ○ ○ ○ 

セクシュアル・ハラスメント等 ○ ○ ○ ○ 

情報セキュリティポリシー違反 ○ ○ ○ ○ 

不適切な事務処理 ○ ○ ○ ○ 

公金及び公物の

取扱い関係 

横領等 ○    

紛失  ○ ○ ○ 

盗難  ○ ○ ○ 

公物損壊 ○ ○ ○  

諸給与の違法支払・不適正受給 ○ ○ ○  

公金公物処理不適正  ○ ○ ○ 

収賄・供応関係 収賄 ○    

倫理保持義務違反 

（倫理条例及び同施行規則違反） 
○ ○ ○ ○ 
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区   分 服務規律違反等 
処分内容 

免職 停職 減給 戒告 

公務外非行 放火 ○    

暴行（傷害を含む。） ○ ○   

脅迫 ○ ○   

公務執行妨害・職務強要 ○ ○   

偽計業務妨害・威力業務妨害 ○ ○   

器物損壊 ○ ○ ○ ○ 

窃盗 ○ ○   

詐欺・恐喝 ○    

住居侵入 ○ ○   

賭博 ○ ○ ○ ○ 

麻薬・覚せい剤等の使用又は所持 ○    

淫行 ○ ○   

痴漢行為等 ○ ○ ○  

公租公課の滞納  ○ ○ ○ 

破産・民事再生等   ○ ○ 

その他の公務外非行 ○ ○ ○  

交通事故・交通

法規違反関係 

公務中の死亡事故等 ○ ○   

公務中の傷害事故   ○ ○ 

公務中の悪質な交通法規違反  ○ ○ ○ 

公務中の重過失による物損事故   ○ ○ 

飲酒運転 ○ ○ ※原則，免職 

飲酒運転を助長する行為 ○ ○   

無免許運転 ○ ○   

人身事故後の措置義務違反 ○ ○   

物損事故後の措置義務違反  ○ ○  

監督責任関係 部下の服務規律違反等の隠ぺい，黙

認等 
 ○ ○  

 

  処分の加重又は軽減等 

ア 複数の服務規律違反等を行った場合の取扱い 

    複数の服務規律違反等を行った場合には，基準として掲げられた懲戒処分の種類

のうち最も重い処分より重い処分を行うことができます。 

イ 情状等による加重及び軽減等 

    職員が行った行為の態様等が極めて悪質であるとき，違法行為を継続した期間が

長期にわたるとき等には，基準として掲げられた懲戒処分より重い懲戒処分を行う

ことができます。また，職員の日頃の勤務態度が極めて良好であるとき等には，基

準として掲げられた懲戒処分より軽い懲戒処分を行うことができます。 
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５ 懲戒処分等の公表について 

懲戒処分等の透明性・公正性を担保し，市政に対する市民の信頼の確保を図るとと

もに，職員の服務規律の遵守や非違行為の抑止に資することを目的として，平成１８

年４月に懲戒処分等の公表の基準を定めました。また，同年８月には，公表する項目

を新たに追加するとともに，氏名を公表する場合を拡大する一部改正を行い，同年９

月１日以降の処分について適用しています。 

 

対 象 

① 地方公務員法第２９条に基づく懲戒処分 

② 地方公務員法第２９条に基づく懲戒処分に係る管理監督者に

対する処分 

 

※ 被害者のプライバシーに特に配慮する必要がある場合には，

非公表とします。 

なお，非公表とした処分についても，公表しても被害者のプ

ライバシーに特に影響を与えるおそれがないと認められる場

合には，当該処分を発令した日の属する年度の翌年度に発行す

る本書において，処分内容を公表します。 

内 容 

① 事件の概要 

② 被処分者の所属 

③ 年齢及び性別 

④ 職位及び職種 

⑤ 処分発令日 

⑥ 処分内容 

 

また，次の場合は，被処分者の氏名を公表する。 

ア 免職及び停職処分の場合 

イ 刑事事件につき所管庁が既に氏名を公表している場合 

ウ 故意又は重大な過失による事件で，社会的影響が極めて大きい

場合 

 

 ※ 上記の場合でも，非違行為が精神的な疾患に起因するもので

ある等の事情がある場合は，氏名を公表しない場合がありま

す。 
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第５章 職員の服務の状況 

職員の服務の根本基準は，地方公務員法第３０条に「すべて職員は，全体の奉仕者

として公共の利益のために勤務し，且つ，職務の遂行に当たっては，全力を挙げてこ

れに専念しなければならない。」と規定されています。 

この規定に基づき，同法では，法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（第３２

条），信用失墜行為の禁止（第３３条），営利企業等の従事制限（第３８条）等を職員

に課しているほか，本市では，職務に係る倫理の保持等に関し，職員として守るべき

事項を条例や規則において定めています。 

１ 職員の職務に係る倫理の保持に関する状況 

職員の公正な職務の執行に対する疑惑や不信を招くような行為を防止するとともに，

職員の倫理観の高揚を図り，公務に対する市民の皆様の信頼を確保することを目的とし

て，平成１２年３月に「京都市職員の倫理の保持に関する条例」（以下「倫理条例」とい

います。）を制定しました。この条例は，職員にとって利害関係者に当たる事業者等（法

人その他の団体及び事業を行う個人）を明確に定義するとともに，利害関係者との間で

禁止される行為及びその例外として許される行為並びに利害関係者との対応に当たって

必要となる手続等を具体的に定めています。 

  

  利害関係者と飲食を共にする場合についての届出件数 

  職務上の必要性に基づき，職員が利害関係者と飲食を共にする場合で，職員の飲食 

代が，５，０００円を超えるものについては，相手方負担，自己負担にかかわらず， 

「関係業者等対応届」を任命権者に提出しなければなりません。 

 なお，職務上の必要性がない場合に，利害関係者の負担により職員が飲食すること 

は禁止されています。 

 

※ 利害関係者とは，職員が職務として携わる事務の対象となっている者のうち，次

のいずれかに該当するものをいいます。 

① 許認可等を受けて事業を行っている者，許認可等の申請をしている者及び許

認可等の申請をしようとしていることが明らかである者 

② 補助金等の交付を受けて当該交付の対象となる事務又は事業を行っている者，

補助金等の交付の申請をしている者及び当該補助金等の交付の申請をしようと

していることが明らかである者 

③ 立入検査，監査又は監察を受ける者 

④ 不利益処分をしようとする場合における当該不利益処分の名宛て人となるべ

き者 

⑤ 行政指導により現に一定の作為又は不作為を求められている者 

⑥ ①から⑤までに掲げる者のほか，事業の発達，改善及び調整に関する事務の

対象となっている事業を行っている者 
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⑦ 地方自治法第２３４条第１項に規定する契約を締結している者，当該契約の

申込みをしている者及び当該契約の申込みをしようとしていることが明らかで

ある者 

   なお，利害関係者に該当しない事業者等であっても，その者から接待を繰り返し

受けたり金品等を受け取る行為は，禁止されています。 

 

 

    平成２５年度における当該届出の状況は，次のとおりです。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 閲覧請求の対象となるものの件数とは，課長級以上の職員に係る届出のうち，倫理条

例第１０条第２項に規定する贈与等により受けた利益又は報酬支払により受けた報酬の

価額が，１件につき２０，０００円を超える届出の件数をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局名等 
届出 

件数 

左の内容別内訳 うち閲覧請

求の対象と

なるものの

件数（注） 

５，０００円を超え

る飲食 

 

その他任命権者が

職務上必要である

と認めたもの 

市長部局等 ５９５ ５９５ ０ ０ 

消 防 局 ７ ７ ０ ０ 

交 通 局 ０ ０ ０ ０ 

上下水道局 ０ ０ ０ ０ 

教育委員会 ５０ ５０ ０ ０ 

合 計 ６５２ ６５２ ０ ０ 
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  事業者などからの贈与等又は報酬支払を受けた場合についての報告提出件数 

課長級以上の職員は，事業者等から 1 件５，０００円を超える贈与等又は報酬支

払を受けたときは，その利益又は報酬の価額等を記載した「贈与等報告書」を任命

権者に提出しなければなりません。 

平成２５年度における当該報告の状況は，次のとおりです。 

                  （単位：件）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 会食には，それに伴い提供された物品の贈与を含みます。 

２ 閲覧請求の対象となるものの件数とは，倫理条例第１０条第２項に規定する贈与等

により受けた利益又は報酬支払により受けた報酬の価額が，１件につき２０，０００

円を超える贈与等報告書の件数をいいます。 

 

  利害関係者からの倫理条例において禁止された行為の働き掛けに係る報告書の提

出件数等 

職員は，利害関係者から倫理条例の規定により禁止された行為の働き掛けがあっ

たときは，その旨を倫理監督職員（職員の倫理を監督し，倫理の保持に関する必要

な指導，助言等を行う職員（市長部局にあっては行財政局コンプライアンス推進室

長（部長級），他の任命権者にあっては庶務担当の部長級職員等）のことをいいます。）

に文書で報告しなければなりません。  

平成２５年度において，当該報告書の提出事案は，ありませんでした。 

 

 

局名等 
提 出 

件 数 

左の内容別内訳 

うち閲覧

請求の対

象となる

ものの件

数（注２） 

金 銭 

の 贈 

与 

有 価 

証 券 

の 譲 

受 け 

有 価 

証 券 

以 外 

の 物 

品 の 

贈 与 

不 動 

産 の 

贈 与 

役 務 

の 提 

供 

会 食

(注１)  

市 長 

部 局 等 
７ ０ ０ ０ ０ ０ ７ ０ 

消 防 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

交 通 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

上 下 

水 道 局 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

教 育 

委 員 会 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 ７ ０ ０ ０ ０ ０ ７ ０ 
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※ 倫理条例の規定により禁止された行為とは，次のいずれかに該当するものをいい

ます。 

① 利害関係者から接待を受けること。 

② 利害関係者から金銭，物品又は不動産の贈与（せん別，祝儀，香

典又は供花その他これらに類するものとしてされるものを含む。）

を受けること。 

③ 利害関係者から金銭の貸付け（業として行われる金銭の貸付けに

あっては，無利子のもの又は利子の利率が著しく低いものに限る。）

を受けること。 

④ 利害関係者から，又は利害関係者の負担により，無償で物品又は

不動産の貸付けを受けること。 

⑤ 利害関係者から，又は利害関係者の負担により，無償で役務の提

供を受けること。  

    ⑥ 利害関係者から未公開株式を譲り受けること。  

    ⑦ 利害関係者と共に遊技又はゴルフをすること。  

    ⑧ 利害関係者と共に旅行（公務のための旅行を除く。）をすること。 
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２ 営利企業等の従事許可の状況 

地方公務員法では，職員は任命権者の許可を受けることなく，営利を目的とする会社

の役員等に就任すること，営利を目的とする私企業を営むこと及び報酬を得て他の事務，

事業に従事することが禁止されています。そして,任命権者は，職務専念義務や職務の公

正又は職員の品位が損なわれるおそれがあると認めるときは，許可をしてはならないこ

ととされています。 

任命権者が，従事することを許可している例としては，職務上得られた知識や経験を

活用し，大学などの教育機関での講義や専門書等の執筆を行う場合などがあります。 

平成２５年度における営利企業等への従事許可の状況は，次のとおりです。 

 

  （単位：件）      

区     分 許 可 件 数 

市 長 部 局 等 ２４４ 

消 防 局 ７ 

交 通 局 １０ 

上 下 水 道 局 １５ 

教 育 委 員 会 ５０ 

合     計 ３２６ 
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３ 公正な職務の執行の確保について 

職員が職務の執行に関して不正な要望等や不正な言動を伴う要望等を受けた場合に適

正に対処するため，これらの要望等がなされた場合の対応に関し必要な手続等を定めた

「京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例」を制定し，平成１９年１０月１

日から施行しています。 

本条例では，原則としてすべての要望等を書面に記録し，組織的に対応するとともに，

不正な要望等や不正な言動を伴う要望等に対しては，要望者への警告，捜査機関への告

発等の必要な措置を講じることとしています。また，これらの措置を講じた場合は，京

都市公正職務執行審議会に報告し，審議することが定められています。 

平成２５年度における要望等の件数は， のとおりです。また，要望等のうち，不正

な要望等又は不正な言動を伴う要望等の内容及び講じた措置は， のとおりです。 

 

  要望等の件数  

      （単位：件） 

要望者別 

類型 

件  数 

個人 非営利の団体 公職者 事業者等 計 

道 路 ， 公 園 等 関 連 ５，９１０ ６３８ １，２９８ １，０６３ ８，９０９ 

消 防 関 連 １，２６１ ８ ７ ２６ １，３０２ 

文 化 ・ 市 民 生 活 関 連 ８４７ １３８ ３ ３ ９９１ 

総 務 等 関 連 １４６ ４６５ ２６ ３５ ６７２ 

住 宅 ・ ま ち づ く り 関 連 ２７８ ７４ １ ３ ３５６ 

福 祉 関 連 
２１９ 

（１） 
１０７ ０ ８ 

３３４ 

（１） 

保 健 ・ 環 境 保 全 関 連 ２０９ ６ ０ ０ ２１５ 

教 育 関 連 １０１ ６３ ４２ １ ２０７ 

ごみ処理，リサイクル等関連 １２０ ２０ ４ ９ １５３ 

交 通 関 連 ９５ ５１ ２ ２ １５０ 

産 業 観 光 関 連 ４５ ９ ０ ３ ５７ 

税 務 ・ 財 務 関 連 ２１ ９ ０ ６ ３６ 

上 下 水 道 関 連 １７ ８ ０ ０ ２５ 

合      計 
９，２６９ 

（１） 
１，５９６ １，３８３ １，１５９ 

１３，４０７ 

（１） 

 

（注）１ （ ）内は，不正な要望等又は不正な言動を伴う要望等に対して措置を行ったものの件

数を指します（内数）。 

２ 要望等の件数については，以下のものを除いています。 

  書面により提出された要望等のうち，申請としてなされたもの（住民票の交付申請等） 

  公職者（国，他都市等の職員，議員等）からの資料要求 

  市会議員から本会議及び委員会でなされた要望等（会派要望を含む。） 
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  不正な要望等又は不正な言動を伴う要望等の内容及び講じた措置 

 

年月 事案の概要 講じた措置内容等 

平成 26年 1 月 要望者は，生活保護を受けており，物

品売却収入の未申告により生活保護費

の返還義務が生じていた。 

区役所福祉介護課の計理担当の職員

は，要望者に対し，生活保護費返還金・

徴収金納付書兼領収書（以下「納付書」

という。）を送付した。 

後日，要望者を担当する支援保護課の

生活保護ケースワーカー（以下「ケース

ワーカー」という。）は，要望者から電

話により，「送られてきた納付書の中に

別人（以下「Ｘ」という。）の納付書が

混入している。」との指摘を受けた。 

 その際，要望者は，ケースワーカーに

対し，「Ｘが生活保護を受けていること

を私が知り，Ｘが気の毒である。Ｘの納

付書は返さない。マスコミにリークす

る。インターネットで流出させる。私の

返還金を免除してくれたらやめてもい

い。」などと発言した。 

 その後，福祉介護課長，支援保護課の

係長及びケースワーカーは，要望者の自

宅を訪問するなどし，Ⅹの納付書を誤っ

て送付したことを謝罪し，Ｘ宛ての納付

書の返却を求めるとともに，生活保護費

の返還免除には応じられないことを，繰

り返し説明した。 

しかしながら，要望者は，納付書の返

却に応じず，「罪を認めろ。お前（福祉

介護課長）の首を飛ばしてやる。」，「返

還金を免除しろ。免除しなければ納付書

は返さない。」などと脅迫した。 

 要望を受けた同日，警察署に対し，

相談を行い，同署から「返還金の免除

ができない旨説明してもなお，納付書

を返却しないと話すようであれば，要

望者の言動が犯罪行為に当たる。」との

助言を受けた。 

 警察署からの助言を受け，翌日，福

祉介護課長は，要望者へ架電した際，

納付書を返却しないようであれば，警

察に被害届を提出する旨伝えた。 

しかしながら，要望者は態度を改め

なかったため，翌々日，警察署に被害

届を提出した。 

要望者は，恐喝未遂の容疑で逮捕さ

れ，後日，懲役刑（執行猶予付）を受

けた。 
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４ 公益通報の処理状況 

公益通報者保護法に基づき，公益のために通報した労働者の保護を図るとともに，本

市における法令を遵守した公正な職務執行を確保するため，平成１８年４月から公益通

報処理窓口を設置し，労働者や本市職員からの通報を受け付け，必要な調査を行ってい

ます。また，本市の法令違反行為に関する通報については，より通報しやすく，透明性・

公正性の高い制度とするため，平成１９年１０月から，市役所外部に通報相談員（弁護

士）を設置しています。 

なお，本市に処分等の権限がない，又は匿名通報である等の理由から，公益通報に該

当しないものであっても，公益通報の取扱いに準じて，調査のうえ適切に対処していま

す。 

平成２５年度における公益通報等の状況は，次のとおりです。 

 

公益通報等の受付状況及び処理状況（全任命権） 

                      （【 】内は外部窓口の受付件数で内数） 

内部通報 受付件数 
通報事実を確
認した件数 

 平成２４年度
の受付件数 

（参考） 
うち職員の処分

に至った件数 

公益通報
窓口又は
通報相談
員に通報
されたも
の 

顕名通報 １２ 【４】    ２    ０  ４ 

匿名通報  １９ 【２】    １    ０   ２０ 

上記以外の窓口に寄せられた
もの 

１７    ０    ０   １６ 

小計 ４８  【６】    ３    ０   ４０ 

 

外部通報 受付件数 
通報事実を確
認した件数 

 平成２４年度
の受付件数 

（参考） 
うち職員の処分

に至った件数 

本市に処
理権限の
あるもの 

顕名通報  １    ０     ―   １ 

匿名通報   ２    ２ ―    ０ 

本市に処理権限のないもの 
（他の行政機関を教示） 

 ０    ― ―    ０ 

小計  ３    ２ ―    １ 

 

合計  ５１ 【６】    ５  ０ ４１ 
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（注）１ 内部通報とは，本市の行政運営上の法令違反行為等を対象とする通報をいいます。 

２ 外部通報とは，国民の生命，身体，財産等の保護にかかわる４４２（平成２６年５月２１

日現在）の法律（食品衛生法等）に規定する犯罪行為，法令違反行為で，本市が処分等の権

限を有するものを対象とする通報をいいます。 

 

（主な通報内容）  

・不適切な事務処理に関するもの 

・個人情報の取扱いに関するもの 

・職務専念義務違反に関するもの  
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５ ハラスメント防止の取組の状況 

セクシュアルハラスメント（職場において，性的な言動によって，他の人を不快にさ

せること。）を防止し，快適な就業環境を確保するため，平成１１年４月に「京都市セク

シュアルハラスメント防止に関する方針」を策定し，職員の取るべき行動や管理監督者

の役割のほか，相談窓口やセクシュアルハラスメント調査委員会（セクシュアルハラス

メントに関する苦情を審議し，公正な処理を行うための機関）について定めました。 

また，平成１５年４月から，相談窓口を市外部のカウンセリング専門機関に委託し，

職員が相談しやすい体制を取っています。 

さらに，平成２１年４月からは，パワーハラスメント（職権等を背景に，本来の業務 

 の範ちゅうを超えて，継続的に人格と尊厳を傷つける言動を行い，働く環境を悪化させ

ること。）に関する相談にも対応することとしました。 

具体的な取組としては，啓発ポスターやリーフレットによる職員への周知に加え，コ

ンプライアンス推進室職員及び外部相談員が，職員のハラスメントに関する相談に対応

し，適切な措置を講ずるよう努めています。 

平成２５年度におけるハラスメントの相談等の状況は，次のとおりです。 

 

  セクシュアルハラスメント相談の状況 

                      （単位：件） 

種 別 面 談 電 話 
手紙， 

メール 
計  

事案の状況 

性的関心など ０（３） ０（２） ０（０） ０（５）  
同一職場 ３（５）件 

職 場 外 ０（０）件 

性別役割分担 ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） 
 

相談者の内訳 

そ の 他 ３（０） ０（０） ０（０） ３（０）  
女  性 ２（４）件 

男  性 １（１）件 

計 ３（３） ０（２） ０（０） ３（５）  
匿  名 ０（０）件 

（注）１ 「性的関心など」とは性的言動によるセクシュアルハラスメントに関する相談を，「性

別役割分担」とは性差別的な意識や言動によるものをいいます。 

     ２ （  ）内は，平成２４年度の件数です。 

     ３ セクシュアルハラスメント調査委員会の開催はありませんでした。 

 

  パワーハラスメント相談の状況 

（単位：件）    

面 談 電 話 
手紙， 

メール 
計 

  

女 性 １６（９）件 

２３（１６） １１（２） １（０） ３５（１８） 
 男 性 １９（９）件 

匿 名 ０（０）件 

（注） （  ）内は，平成２４年度の件数です。 
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６ 服務規律の徹底と公務員倫理の高揚に向けた取組の状況 

「信頼回復と再生のための抜本改革大綱推進本部」の下，職員不祥事根絶のための

改革に取り組んだ結果，不祥事を抑制する仕組みが一定構築され，職員の意識も大き

く変わりました。このため，平成２０年８月に同本部を発展的に解消し，新たに「全

庁“きょうかん”推進本部」を設置し，不祥事の根絶にとどまらず，更なる職員の意

識改革，組織風土の刷新，公務員倫理の高揚に向けた取組を全庁挙げて実施してきま

した。 

平成２５年度に取り組んだ主な内容は，次のとおりです。 

  「コンプライアンス推進月間」の実施 

  職員一人ひとりがコンプライアンスに関する理解を深めるとともに，不祥事の根

絶に向け構築してきた仕組みや制度の運用状況の再点検を行いました。 

 （主な取組内容） 

  ア 所属におけるコンプライアンスの点検 

・ 所属長自らが，業務管理や服務管理に係る基本的な制度やルールと日常業

務における必須事項を改めて確認しました。 

・ 所属長以外の職員が，日常業務に関する基本的事項等を改めて確認しまし

た。 

   ・ 上記２点の結果を踏まえ，所属における問題点の改善に向けて，所属長に

よる職場ミーティングを実施しました。 

・ 公務外非行防止のための職場ミーティングを実施しました。 

  イ コンプライアンスに関する研修 

     ・ 公務外非行防止のための研修（課長級職員対象）を実施しました。 

    ウ その他の取組 

     ・ 局長級・部長級職員による職場巡察を定例化しました。 

     ・ 局区等におけるコンプライアンス推進に資する独自取組を実施しました。 

    （現金，通帳，郵券，タクシーチケット及び業務用乗車券の管理状況チェッ

ク，任意団体や親睦会等の計理事務の点検など） 

 

  全庁“きょうかん”推進部会等の開催 

コンプライアンスの推進に向けた取組を円滑かつ総合的に推進するため，次のと

おり，全庁“きょうかん”推進部会等を開催しました。 

平成２５年度に開催した会議等の開催回数は，次のとおりです。 

会 議 名 
開催 

回数 
局  名  等 

全庁“きょうかん”推進本部会議 １ 全部局 

全庁“きょうかん”推進部会 ５ 全部局 

所属長会議 ※すべての課長及び署長等が出席する会議 １ 消防局 

“きょうかん”推進委員会 監察員部会 ２ 消防局 

きょうかん推進委員会 服務監察部会 ５ 交通局 

監察員会議及び庶務担当課長会議など ７ 上下水道局 

“きょうかん”推進委員会 ５ 教育委員会 
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  服務規律の徹底，公務員倫理の高揚に関する主な職員研修等 

次のとおり，階層別研修等において，公務員倫理の研修を実施しました。 

平成２５年度に実施した研修受講者数は，次のとおりです。 

                                 （単位：人）  

局名等 研 修 名 受講者数 

全部局 新任部長級職員研修 ３４ 

新任課長級職員研修 １０７ 

新任係長級職員研修 ２４０ 

新任主任級職員研修 ２５９ 

基本理念研修 ３８７ 

全部局 

（消防局を除く。） 
新規採用職員研修 ３２５ 

消防局 初任教育 ５８ 

新任消防司令長課程 １９ 

新任消防司令課程 ４１ 

新任消防司令補課程 ４４ 

新任消防士長課程 ６９ 

交通局 運行管理者研修 ２４ 

市バス新規採用運転士研修 ５７ 

市バス営業所主任・係員研修 １１ 

高速駅職員養成研修 １７ 

高速車掌養成研修 １１ 

高速運転士養成研修 １０ 

高速助役養成研修 ５ 

管理監督職員指導力向上特別研修 １６２ 

上下水道局 新規採用職員 2次研修 ２８ 

管理監督能力養成研修 ３３ 

教育委員会 採用 1年目教職員研修 ３８０ 

採用 10年目教職員研修 ２３９ 

全市校園長会 ２６６ 

新任校園長研修 ５１ 

新任教頭事務長研修 ７８ 

管理用務員研修 ２８４ 

給食調理員研修 ４９６ 
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  綱紀の厳正な保持等に関する通知 

次のとおり，通知等により，綱紀の厳正な保持等について，全部局の職員に周知

しました。 

   平成２５年度に行った通知は次のとおりです。 

 

  外郭団体におけるコンプライアンスの徹底 

    外郭団体は本市と連携しながら，公益性，公共性の高い業務を担っており，団体

の職員は本市職員と同様の高い規範意識が求められています。 

    外郭団体におけるコンプライアンスの徹底を図るため，平成２５年度は次のとお

り取組を進めました。 

   ア 「外郭団体におけるコンプライアンス推進対策会議」の開催 

     外郭団体を対象に，今後の取組に生かすため，本市及び外郭団体における不祥

事の発生状況，再発防止の取組及び団体におけるコンプライアンスの推進等につ

いて，情報交換等を行いました。 

   イ 監察体制等の整備 

     不正事案や不適切な事務処理の防止及び団体職員のコンプライアンスに対する

意識の徹底のため，外郭団体に対して，下記の取組の実施を指導しました。 

    (ｱ) 監察体制の整備 

      ※ 全３１団体中２４団体で整備済み。 

    (ｲ) 「コンプライアンス推進に係る指針」の策定 

      ※ 全３１団体中１７団体で策定済み。 

    (ｳ) 職員の「行動規範」の策定 

      ※ 全３１団体中１７団体で策定済み。 

年月日 件名及び主な内容 

H25.4.4 個人情報の適正な取扱いの徹底について（人材育成政策監，総合企画局長

通知） 

H25.4.10 飲酒を伴う場合の節度ある行動の再徹底について（人材育成政策監通知） 

H25.6.28 参議院議員通常選挙及び京都市議会議員中京区選挙区補欠選挙における

職員の服務規律の確保について（人材育成政策監通知） 

H25.7.1 職員が贈答品や接待を受けることの禁止について（人材育成政策監通知） 

H25.7.5 公務員倫理の確保及び法令遵守の徹底について（人材育成政策監通知） 

H25.7.19 情報セキュリティ対策の徹底について（人材育成政策監，総合企画局長通

知） 

H25.9.13 外郭団体に対するコンプライアンスの徹底等について（監察監，行財政局

財政担当局長通知） 

H25.11.28 年末年始に当たって（監察監通知） 

H26.2.26 京都府知事選挙及び京都府議会議員補欠選挙における職員の服務規律の

確保について（監察監通知） 
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第６章 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

地方公務員法では，任命権者は勤務能率の発揮及び増進のために，職員に研修を受

ける機会を提供しなければならないとされています。この規定に基づき，各任命権者

において様々な研修を実施しています。また，同法では，任命権者は職員の執務につ

いて定期的に勤務成績の評定を行い，その評価に応じた措置を講じなければならない

とされています。 

地方公共団体の事務を能率的かつ効率的に執行することは，住民の福祉増進のため

にも必要不可欠です。最小の経費によって最大の効果を挙げるためには，職員一人ひ

とりの能力を開発することや，職員の勤務の実績を正しく評価することが必要となり

ます。 

１ 職員の研修の状況 

平成２５年度における研修の実施状況は，次のとおりです。 

 

  センター研修等 

ア 集合研修 

   (ア) 市長部局等 

各任命権者と合同して，採用時や昇任時などに実施した階層別研修，政策形成

能力や業務遂行能力等の向上を図るために実施した能力開発研修などの集合研修

の講座数及び受講者数は，次のとおりです。 

 
受講者の内訳 

市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会 

講 座 数 ３３ 
４，４８３ ６１０ ２０８ ５４３ １７８ 

受講者数（人） ６，０２２ 

 

   (イ) 消防局，交通局，上下水道局及び教育委員会 

     上記以外に，各任命権者で必要に応じて実施した集合研修の講座数及び受講者

数は，次のとおりです。 

 合計 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会（※） 

講 座 数 ３０４ ２３ １９ ２９ ２３３ 

受講者数（人） ４８，８１０ １，４２９ ７３８ １，３３２ ４５，３１１ 

    （※） 学校・幼稚園の教職員を対象にした研修を含む。 
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イ 派遣研修 

   各任命権者において実施した講習会などへの派遣研修の状況は，次のとおりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会 

派 遣 

研修先数 
７９ １１ ９ １ ４４ １４ 

受講者数（人） １７９ １１ ９ ８ １１９ ３２ 

 
 

  局区等研修 

ア 集合研修 

各局区，部，課，事業所等の所属において，所管する事務事業を的確かつ円滑に

推進するために実施した研修の回数及び受講者数は，次のとおりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会 

回 数 ２，８８２ １，８６４ ２４ １６９ ８０４ ２１ 

受講者数（人） ６５，０３６ ４５，１６４ ２，２８１ ３，７５６ １３，３５４ ４８１ 

 

イ 派遣研修 

各局区，部，課，事業所等の所属において実施した学校，講習会，研修会等への

派遣研修の回数及び受講者数は，次のとおりです。 

 合計 市長部局等 消防局 交通局 上下水道局 教育委員会 

回  数 ８９６ ７４１ １４ ３４ ６８ ３９ 

受講者数（人） １，６５６ １，１０２ ２５５ ８４ １１８ ９７ 
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２ 懲戒処分を受けた職員に係る再発防止研修等について 

懲戒処分を受けた職員を対象として，公務員倫理等を再徹底し，再度懲戒処分を受け

ることのないよう意識改革を図ることを目的として研修及び継続的な指導を行うため，

平成１８年９月に「懲戒処分を受けた職員に係る研修等の実施に関する要綱」を策定し

ました。処分発令後，直ちに，公務員倫理や服務規律等に関する研修を行い，研修終了

後は，所属長が当該職員の勤務状況等を継続して監察し，必要な指導を行います。また，

職員の意識改革が不十分であると判断される場合には，再研修を行うこととしています。 

 ※ 再発防止研修の２５年度実績（市長部局分）     受講者数     １人 

 

 

 

３ 職員の勤務成績の評定の状況 

平成１８年度から平成２１年度まで，部・課長級の職員を対象として，能力評価と目

標管理の手法を導入した業績評価で構成する人事評価制度を実施しました。 

平成２２年度には，これまでの評価制度を見直し，「人材の育成」と「組織の活性化」

を目的に，対象を全職員に拡大して，職階に応じた共通の基準に基づく評価制度を試行

し，平成２３年度からは，制度実施しています。 
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第７章 職員の福祉及び利益の保護の状況 

職員の健康の保持増進を図るとともに，職場の安全を確保するため，「労働安全衛生

法」をはじめとする法令等に基づき，安全衛生を管理するための体制や作業環境の整

備，健康診断などを実施しています。また，公務や通勤途上の災害に被災した職員に

対し，「地方公務員災害補償法」に基づき，療養補償，休業補償，障害補償などの各種

補償を行っています。 

このほか，職員の相互共済及び福利厚生の増進などを目的として，退職準備講座等

を実施しています。 

１ 職員の安全・衛生管理について 

  職員の健康診断実施状況 

（市長部局等：平成２５年度）   

種  類 受診者数（人） 

一般定期 

健康診断 

一般職員 ７，３８０ 

深夜業務等従事職員 １，８３８ 

雇入時健康診断 ２８５ 

結核経過健康診断 ６ 

特殊健診 

ＶＤＴ作業従事者 ７，６９８ 

電離放射線 ４２ 

有機溶剤 ６８ 

Ｂ型肝炎 １６２ 

腰痛・頸肩腕障害予防指導 ９５９ 

破傷風予防接種 ９ 

石綿 ２９６ 

 

 

  メンタルヘルスの取組状況 

   平成１９年３月に策定した「第２次京都市職員のメンタルヘルスケアプラン」に基

づき取組を進めてきましたが，依然として心の病を抱える職員は相当数にのぼり，全

庁をあげての喫緊の重要課題となっているため，平成２４年４月に「京都市職員メン

タルヘルスケア指針」を策定しました。この指針に基づき，次の取組を実施していま

す。 
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ア 働きやすい職場環境の形成  

 (ア) 管理監督者向け，職員向けの「メンタルヘルス対応リーフレット」（こころの

健康サポートＮａｖｉ）の作成 

 (イ) 安全衛生委員会の活性化 

 

イ こころの健康の保持増進（１次予防） 

(ア)  長時間勤務職員に対する健康管理医の面談 

(イ) 人事異動後の職員に対する面談 

(ウ)  メンタルヘルス研修の充実 

(エ)  メンタルヘルス相談窓口一覧の周知 

  

  ウ メンタルヘルス不調者の早期把握，早期対応（２次予防） 

   (ア) メンタルヘルス不調者を出さない職場環境づくり研修の実施 

   (イ) 管理監督者のための相談窓口の利用促進 

   (ウ) 職員相談室の利用促進 

 

  エ 円滑な職場復帰支援と再発予防（３次予防） 

(ア) 職場におけるリハビリテーションの充実 

(イ) 健康管理医等による復職前後の面談 

 

  オ その他の取組 

  復職者に対するアンケートの実施 

 

 

  公務災害補償の状況 

平成２５年度における公務災害及び通勤災害の認定件数は，次のとおりです。 

（単位：件）    

区  分 件  数 

公 務 災 害 ２７６ 

通 勤 災 害  ３９ 
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２ 職員の福利厚生について 

  福利厚生のための各種団体 

ア 一般財団法人京都市職員厚生会 

職員の互助共済及び福利厚生の増進を目的として，「京都市職員厚生会条例」に基

づき，設置している団体です。 

区 分 概 要 

会員数 １６，６３５人（平成２６年４月現在） 

会費率 給料×4.0/1,000 

事業主負担 
①交付対象事業に要する経費の２分の１ 

②全運営経費のうち交付対象事業の運営に要する経費の２分の１ 

事

業

内

容 

給付事業 
慶弔金及びり災給付金等の支給，資金の貸付け，生命保険や損害

保険の取扱い 

厚生事業 文化体育活動や余暇の活用に対する支援，直営保養所の管理運営 

購買事業 物品のあっせん等 

  ＜参考＞地方公務員法（抄） 

第４２条 地方公共団体は，職員の保健，元気回復その他厚生に関する事項について計

画を樹立し，これを実施しなければならない。 

京都市職員厚生会条例（抄） 

第１条 本市の職員は，互助共済及び福利厚生の増進を図るため，京都市職員厚生会（以

下「厚生会」という。）を組織するものとする。 

 

※ 上記の事業内容等については，一般財団法人京都市職員厚生会のホームページにおいても

掲載しています（http://www.kyotocity-kouseikai.jp/）。 
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イ 京都市職員共済組合 

区   分 概 要 

     組合員数 １３，７６９人（平成２６年４月現在） 

掛金・負担金率 
短     期 長     期 

一般職 特別職 一般職 特別職 

掛 金 率 
給  料 61.25 49.0 103.5625 82.85 

期末手当等 49.0 49.0  82.85 82.85 

負担金率 
給   料 61.65 49.32  151.6875 121.35 

期末手当等 49.32 49.32  121.35 121.35 

掛金・負担金率 
介   護 福   祉 

一般職 特別職 一般職 特別職 

掛 金 率 
給  料 7.5 6.0 2.35 1.88 

期末手当等 6.0 6.0 1.88 1.88 

負担金率 
給  料 7.5 6.0 2.35 1.88 

期末手当等 6.0 6.0 1.88 1.88 

事
業
内
容 

長期給付事業  共済年金（退職給付，障害給付，遺族給付）等の給付 

短期給付事業 

 育児休業手当金，介護休業手当金，職員（組合員）及びそ

の被扶養者の業務外の事由による疾病，負傷，死亡又は出産

に関する給付等 

福祉事業 
 住宅貸付，災害貸付，人間ドック，脳ドック，がん検診，

歩こう会，会員制福利厚生事業等 

（注） １ 掛金・負担金率は，千分比（平成２６年４月１日現在） 

２ 掛金率，負担金率については，地方公務員共済組合連合会定款，京都市職員共済組

合定款及び関係法令により定められています。 

３ 介護掛金・負担金は 40 歳以上 65 歳未満の組合員のみ対象となります。 

＜参考＞地方公務員法（抄） 

第４３条 職員の病気，負傷，出産，休業，災害，退職，障害若しくは死亡又はその

被扶養者の病気，負傷，出産，死亡若しくは災害に関して適切な給付を行なうため

の相互救済を目的とする共済制度が，実施されなければならない。 

地方公務員等共済組合法（抄） 

第３条 次の各号に掲げる職員の区分に従い,当該各号に掲げる職員をもつて組織する 

当該各号の地方公務員共済組合（略）を設ける。 

(略) 

五 地方自治法第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市(略)の職員(略) 

 

    ※ 上記の事業内容等については，京都市職員共済組合のホームページにおいても掲載してい

ます（http://www.city-kyoto-kyosai.jp）。 
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  退職準備講座等の実施状況 

 

ア 退職準備のための講座 

種 別 対象者 目 的 

ライフプランセミナー 

（生涯生活充実講座） 

40～49 歳の 

職員で希望者 

在職中から退職後を展望した生活設計が行える

よう，生きがい，健康管理，家庭経済などについ

て考える。 

ライフプランセミナー 

（退職準備講座） 

50～59 歳の 

職員で希望者 

残りの在職年数が 10 年未満となる中，退職後の

より良い生活設計が行えるよう，生きがい，健康

管理，家庭経済などについて考える。 

ニューライフセミナー 

（退職直前講座） 

定年退職 

予定職員 

退職後の生活設計，健康管理，再就職問題など

について考える。 

 

イ 広報誌の発行 

    ライフプラン支援冊子「はつらつライフ」 

     

ウ ライフプラン相談 

 相談内容 日  時 場所 

生活設計相談 

（年金，保険，教育・ 

住宅・老後資金等） 

毎月第２及び第４金曜日 

並びに第３及び第４土曜日 

13：30～16：30 

職員会館かもがわ 

     ※相談時間は１回当たり４０分 

 

 

 

 

 

 



 
第Ⅱ部 

人事委員会における業務の状況 
 

「京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」第３

条に基づき，京都市人事委員会が，市長へ報告するために作

成したものです。 
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まえがき まえがき まえがき まえがき 

京都市人事委員会は，「地方公務員法」に基づき京都市が設置した，中立的で独立した人

事行政の専門機関です。同法は，人事委員会に対して次の権限を与えており，当委員会は，

これらに基づく業務を行っています。 

１ 職員採用試験等の実施，人事行政について任命権者への報告・勧告等を行う権限 

２ 法律又は条例に基づき人事行政に関する規則を制定する権限 

３ 職員と任命権者との間に法律上の紛争が生じたときに審査・裁定等を行う権限 

 

第１章 職員の競争試験及び選考の状況 

第第第第１１１１節 採用試験等 節 採用試験等 節 採用試験等 節 採用試験等 

１ 採用試験の概要 

優秀な人材を確保するため，面接試験に重点を置いた人物重視の採用試験を実施し

ています。 

平成２５年度の採用試験について，表１－１，１－２及び１－３のとおり実施しま

した。 

平成２５年度は，上級Ⅱ採用試験の受験資格を海外の大学院修了者等にも認めるよ

う拡大するとともに，民間企業等職務経験者採用試験の受験資格における職歴につい

て，雇用形態にかかわらず１つの事業に１週間当たり３０時間以上従事したものに拡

大しました。 
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表１－１ 平成２５年度採用試験の種類及び方法  

区分・職種 受験資格※1 １次試験※2 ２次試験等 

上
級
Ⅰ 

一般 

事務職 

行政 22～26歳 

 2次試験 3次試験 

・個別面接 

・作文試験 

個別面接 

（民間面接官） 

福祉 

・22～26歳 

・社会福祉主事 

 任用資格の取得 

 

 

 

・個別面接 

・作文試験 

一般技術職 22～28歳 
・教養試験 

・専門試験 

・個別面接 

・作文試験 

消防職 22～27歳 

 ・個別面接 

・作文試験 

・身体検査 

上
級
Ⅱ 

一般事務職 
・～30歳 

・大学院修了 
・教養試験 

2次試験 3次試験 

・プレゼンテーション面接 

・課題論文 
個別面接 

中
級 

一般事務職 18～21歳 

 

個別面接 

一般技術職 18～21歳 
・教養試験 

・専門試験 

・個別面接 

・作文試験 

消防職 18～21歳 

 ・個別面接 

・作文試験 

・身体検査 

学校事務職 18～45歳 

 
・個別面接 

・作文試験 

経
験
者 

青年海

外協力

隊等 

一般 

事務職 

・24～42歳 

・2年以上の 

活動経験 
・教養試験 

・経験作文 

2次試験 3次試験 

プレゼンテーション面接 個別面接 

民間企

業等 

職務経

験者 

一般 

事務職 
・27～59歳 

・直近 7年中 

 5年以上の 

職務経験 

一般 

技術職 

・教養試験 

・専門試験 

・経験作文 

プレゼンテーション面接 

免
許
・
資
格
職
等 

 薬剤師，獣医師 ～32歳 各
職
務
に
必
要
な
免
許
資
格
の
取

得
（
心
理
職
員
は
１
年
以
上
の
職

務
経
験
） 

・教養試験 

・専門試験 

・個別面接 

・作文試験 
保健師， 

栄養士， 

 言語聴覚士 

～29歳 

保育士 ～29歳 
 

・個別面接 

・作文試験 

心理職員 ～59歳 
・教養試験 

・専門試験 

・個別面接 

・作文試験 

教養 

試験 

体力 

試験 

・教養試験 

・専門試験 

個別 

面接 

・教養試験 

・専門試験 

・実技試験 

・体力試験 

教養 

試験 

個別 

面接 

・教養試験 

・専門試験 

個別 

面接 

・教養試験 

・作文試験 

個別 

面接 

教養 

試験 

体力 

試験 
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  ※1 受験資格はいずれも採用時現在 

  ※2        については，Aの試験で一定点数以上の人を発表し，Bの試験の対象とする。 

 

 

表１－２ 平成２５年度採用試験実施日程 

試験区分 職種 第1次試験日 合格発表日 

上級Ⅰ 

一般事務職 
行政 

6月30日 

9月5日 
福祉 

一般技術職 
8月30日 

消防職 

上級Ⅱ 一般事務職 9月5日 

中 級 

一般事務職 

9月29日 
11月15日 一般技術職 

消防職 

学校事務職 11月26日 

経験者 

青年海外協力

隊等 
一般事務職 

11月24日 2月5日 
民間企業等職

務経験者 

一般事務職 

一般技術職 

免許・資格職等 

薬剤師 

6月30日 8月30日 
獣医師 

保健師 

心理職員 

栄養士 

9月29日 11月15日 
保育士 

言語聴覚士 

身体に障害のある方 一般事務職 

技能労務職 
まち美化業務員 

7月28日 8月26日 
業務技士 

区分・職種 受験資格※1 １次試験※2 ２次試験等 

身
体
に 

障
害
の 

あ
る
方 

一般事務職 18～29歳 
・教養試験 

・作文試験 

・個別面接 

・身体検査 

技
能 

 

労
務
職 

まち美化業務員 
18～29歳 

・教養試験 

・体力試験 

・個別面接（民間面接官） 

・作文試験 
業務技士 

A B 
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表１－３ 平成２５年度採用試験実施結果 

最終倍率

行政 1,288 ( 500 ) 1,033 ( 391 ) 123 ( 51 ) 8.4

福祉 72 ( 45 ) 69 ( 44 ) 14 ( 9 ) 4.9

土木 71 ( 11 ) 50 ( 5 ) 22 ( 3 ) 2.3

建築 63 ( 23 ) 46 ( 18 ) 11 ( 3 ) 4.2

電気 29 ( 0 ) 18 ( 0 ) 7 ( 0 ) 2.6

機械 22 ( 0 ) 17 ( 0 ) 8 ( 0 ) 2.1

化学 37 ( 8 ) 26 ( 6 ) 2 ( 0 ) 13.0

造園 13 ( 4 ) 6 ( 1 ) 1 ( 0 ) 6.0

畜水産 57 ( 34 ) 45 ( 28 ) 3 ( 2 ) 15.0

農業 22 ( 6 ) 17 ( 4 ) 3 ( 0 ) 5.7

農林整備 12 ( 3 ) 7 ( 1 ) 2 ( 1 ) 3.5

環境 30 ( 8 ) 28 ( 7 ) 4 ( 1 ) 7.0

男 18.2

女 14.0

男 14.5

女 6.0

上級Ⅱ 100 ( 35 ) 84 ( 27 ) 5 ( 1 ) 16.8

56 ( 23 ) 54 ( 21 ) 6 ( 2 ) 9.0

土木 6 ( 0 ) 5 ( 0 ) 2 ( 0 ) 2.5

建築 2 ( 1 ) 1 ( 1 ) 0 ( 0 ) －

電気 3 ( 0 ) 3 ( 0 ) 1 ( 0 ) 3.0

男 16.2

女 13.0

1,206 ( 519 ) 944 ( 397 ) 17 ( 14 ) 55.5

39 ( 16 ) 34 ( 13 ) 7 ( 1 ) 4.9

1,813 ( 422 ) 1,148 ( 277 ) 53 ( 10 ) 21.7

土木 123 ( 1 ) 83 ( 1 ) 13 ( 0 ) 6.4

建築 71 ( 5 ) 44 ( 3 ) 8 ( 0 ) 5.5

電気 73 ( 0 ) 45 ( 0 ) 6 ( 0 ) 7.5

機械 51 ( 1 ) 27 ( 0 ) 4 ( 0 ) 6.8

26 ( 14 ) 21 ( 12 ) 9 ( 4 ) 2.3

10 ( 3 ) 10 ( 3 ) 6 ( 1 ) 1.7

62 ( 60 ) 59 ( 57 ) 20 ( 20 ) 3.0

44 ( 32 ) 37 ( 27 ) 2 ( 2 ) 18.5

62 ( 58 ) 51 ( 47 ) 3 ( 3 ) 17.0

244 ( 223 ) 193 ( 178 ) 21 ( 21 ) 9.2

10 ( 10 ) 10 ( 10 ) 2 ( 2 ) 5.0

一般事務職 30 ( 15 ) 24 ( 10 ) 4 ( 2 ) 6.0

218 ( 10 ) 159 ( 7 ) 4 ( 0 ) 39.8

64 ( 3 ) 50 ( 3 ) 2 ( 0 ) 25.0

試験区分・職種 申込者数 受験者数 最終合格者数

上級Ⅰ

一般事務職

一般技術職

消防職Ａ
351 309 17

14 14 1

6

学校事務職

消防職

経験者

青年海外協力隊等（一般事務職）

民間企業等職務経験者（一般事務職）

民間企業等職務
経験者

（一般技術職）

中級

一般事務職

一般技術職

消防職Ｂ
176 160 11

15 13 1

6 1

一般事務職

技能
労務職

身体に障害のある方

310 276 17

免許・
資格職等

薬剤師

獣医師

保健師

保育士

まち美化業務員

心理職員

言語聴覚士

業務技士

栄養士

 

（ ）は，女性で，内数。 
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２ 試験の周知と募集活動 

採用試験の周知としては，市民しんぶんへの掲載，マスコミへの情報提供及び人事

委員会事務局のホームページへの掲載等を行いました。また，「京都いつでもコール」

へ採用試験に関する問合せができるようにしました。 

募集活動としては，市政の魅力のＰＲのため，ポスター，パンフレット等の配布や

大学等における採用説明会を行いました。また，京都市で働く魅力をメールマガジン

やホームページで発信するとともに，採用試験情報を就職情報サイトへ掲載するなど，

受験者の確保に努めました。 

３ 採用選考 

「地方公務員法」においては，職員の採用は，原則として競争試験によるものとさ

れていますが，当委員会が承認した場合には，選考による採用を行うことができます。 

平成２５年度の状況は，表１－４のとおりです。 

 

表１－４ 平成２５年度採用選考の状況（人） 

免許・資格職 

（医師等） 

専門職 

（文化財保護技師） 

技能・労務職 

（運転手） 

特別選考職 

（係長以上の職等） 
計 

0 4 46 13 63 

 

第第第第２２２２節 昇任選考 節 昇任選考 節 昇任選考 節 昇任選考 

１ 昇任選考 

昇任とは，職員を現に在職する職より上位にある職に任命することをいいます。本

市においては，当委員会の定める昇任選考基準に該当する者のうち，市長等から申請

のあった者について当委員会が選考を行っています。 

平成２５年度の状況は，表１－５のとおりです。 

 

表１－５ 平成２５年度昇任選考の状況（人）      

昇任させる職 事務・技術職等（消防職を除く）  昇任させる職 消防職 

局長級 15 消防司監 1 

部長級 53 消防正監 5 

課長級 131 消防監 6 

課長補佐級 126 消防司令長 20 

係長級 247 消防司令 30 

合 計 572 消防司令補 45 

 消防士長 69 

合 計 176 
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２ 係長能力認定試験 

本市においては，能力ある職員の抜てき，有能な人材の早期発見及び早期育成，組

織の活性化の推進，職員各自の自己研さんと能力開発の機会の提供等を目的として，

昭和６１年度から係長能力認定試験を実施しています。 

平成２５年度の状況については，表１－６のとおりです。 

 

表１－６ 平成２５年度係長能力認定試験実施状況 

 受験者数（人） 最終合格者数（人） 最終倍率（倍） 

一般事務職 524(86)  84(17) 6.2 

一般技術職 270(18) 47(5) 5.7 

合  計  794(104) 131(22) 6.1 

（ ）は,女性で,内数 
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第２章 給与，勤務時間その他勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

第第第第１１１１節 給与節 給与節 給与節 給与にににに関関関関するするするする報告及報告及報告及報告及びびびび勧告 勧告 勧告 勧告 

１ 給与に関する報告及び勧告とは    

地方公務員は，地方公務員法により労働基本権が制約されており，民間企業の従業員

のように労使交渉等によって賃金を決定することができないため，その代償措置として，

人事委員会による給与勧告制度が設けられています。 

人事委員会は，地方公務員法に定める「情勢適応の原則」や「均衡の原則」に基づき，

地方公務員の給与水準を民間給与に均衡させることを基本とし，給与，勤務時間その他

の勤務条件について研究を行い，必要な措置について議会及び長に勧告することとされ

ています。 

なお，給料表に関しては，毎年少なくとも一回，現行給料表が適当であるかどうかに

ついて報告するものとされています。そのうえで，給与を決定する諸条件の変化により，

給料表に定める給料額を増減することが適当であると認めるときは，併せて勧告するこ

ととなっています（６９ページ「給与勧告の仕組み」参照）。 

 

２ 平成２５年職員の給与に関する報告の概要 

平成２５年においては，職員の給与に関して勧告すべき事項がなかったため，報告の

みを行いました。 

 

  報告日 平成２５年９月２５日（水） 

 

  報告の内容 

ア 本市職員の給与と民間給与との比較について 

( ｱ ) 月例給 

平成２５年４月現在の本市職員の給与は，民間給与を１６円（０．００４％）  

    上回っていました。 

 

表２－１ 平成２５年４月分における本市職員の給与と民間給与との較差 

民間の給与 

(A) 

職員の給与 

(行政職(一) 

適用相当職)(B) 

較   差 

(A)-(B)=(C) (C)/(B)×100 

403,278円 403,294円 △16円 △0.004% 

（注）比較の対象とした者には，平成２５年度の新規採用者は含まれていません。 

 

また，平成２５年７月からの給与減額措置が同年４月から行われていたと仮定し

て試算した場合の本市職員の給与は，民間給与を１６，６３０円（４．３０％）下

回っていました。 

 

 



 

- 67 - 

 

( ｲ ) 特別給 

市内の民間事業所の特別給の支給月数は，３．９６月分でした。 

 

表２－２ 市内民間事業所の特別給の支給月数 

         区  分 

項  目 
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員 

平均所定内 

給 与 月 額         

下半期  (A1)    356,956 円  272,919 円  

上半期  (A2)    356,039    281,610   

特 別 給 の 

支 給 額 

下半期  (B1)    751,238      454,360   

上半期  (B2)    671,672      444,280   

特 別 給 の 

支 給 月 数 

下半期(B1/A1)    2.10 月分    1.66 月分 

上半期(B2/A2)    1.88     1.57  

年 間 の 平 均 3.96 月分 

(参考)  

本市職員の支給月数 3.95 月分 

（注）１ 下半期とは平成２４年８月から平成２５年１月まで，上半期とは平成２５年２月

から７月までの期間をいいます。 

２ 年間の平均は，特別給の支給月数を本市の職員構成に案分して求めたものです。 

 

イ 給与の改定について 

職員給与は民間給与を１６円（０．００４％）上回っていますが，その較差が極

めて小さいことに加え，平成２５年 7 月から実施された給与減額措置を勘案し，月

例給の改定は適当でないと判断しました。 

期末手当及び勤勉手当については，民間の支給割合とおおむね均衡していること

から，改定を求めないこととしました。 

 

ウ 給与制度の総合的見直しについて 

国及び他の地方公共団体の動向も注視しつつ，より本市にふさわしい給与制度につ

いて検討していくこととしました。 

 

エ 給与に関するその他の課題 

５０歳台の職員の給与水準及び給与制度や，給与構造の見直しによる給料表の切替

えに伴う経過措置の在り方について，検討する必要があると報告しました。 

また，住居手当制度について，国をはじめ自宅に係る住居手当を廃止する団体が増

えている状況や市内民間事業所の支給状況を注視する必要があると報告しました。 

 

オ 公務運営の改善について 

公務運営の改善については，以下の点を報告しました。 
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( ｱ ) 人材の確保・育成 

・ 職員採用について，本委員会は，多様で有為な人材の確保に努めてきたところ

であるが，今後も，求める人材を確保するための取組を更に発展させていく。 

・ 人材育成については，「京都市職員力・組織力向上プラン」に掲げる人材育成

のための取組項目を着実に実行するため，職員への意識付けを行う必要がある。 

・ 人事評価制度については，評価者と被評価者の双方が制度の理念や仕組みを正

しく理解し，コミュニケーションを図りながら，適切に運用するとともに，任命

権者において，制度の効果を検証し，的確に活用することが重要である。 

 

(イ) 雇用と年金の接続 

・ 公的年金の支給開始年齢の段階的な引き上げに伴い，定年退職する職員が再任

用を希望する場合は，原則として当該職員を再任用する措置を講じる必要がある。 

・ 再任用職員が定年までに培った経験や知識を最大限いかすとともに，組織全体

の活力の維持向上を図る必要がある。 

 

(ウ) 勤務環境の整備 

・ 職員のワーク・ライフ・バランスを実現するための環境を整備することは，質

の高い市民サービスの提供等の観点からも重要である。 

・ 時間外勤務の縮減について，全ての管理監督職員は，業務の進捗状況の把握や

柔軟な業務分担など，適切なマネジメントを行う必要がある。また，任命権者に

おいては，業務の抜本的な見直しや適正な人員配置を行うことも必要である。 

・ メンタルヘルス対策については，「京都市職員メンタルヘルスケア指針」等に

基づき，職場全体での継続的なサポートに引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

(エ) 公務員倫理の保持 

平成２５年度に入り，職員の不祥事が相次いで発生していることは，非常に憂慮す

べき事態である。職員一人一人が全体の奉仕者として公私にわたって高い規範意識を

持つよう，取組を継続する必要がある。 

 

(オ) その他 

任用根拠や勤務形態の異なる職員を含めた全ての職員がより意欲を持って働くこ

とができるよう，職員の業務，配置及び勤務条件について，適切な制度運用を図る必

要がある。 

 

カ 適正な給与の確保の要請 

平成２５年７月から実施されている給与減額措置については，本委員会の勧告・

報告に基づく給与水準が実質的に確保されていない状況にあることから遺憾であり，

減額措置が終了する平成２６年４月以降は，本報告に基づく給与水準が確保される

よう，市会及び市長に要請しました。 
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注１ < >内の数値は，平成 25年 4月時点の状況である。

２ 平成 25年は報告のみで勧告を行っていない。 

給 与 勧 告 の 仕 組 み給 与 勧 告 の 仕 組 み給 与 勧 告 の 仕 組 み給 与 勧 告 の 仕 組 み

京都市職員 （行政職，技術職） と民間の給与を比較

特別給の
支給状況

前年 8月から 
当年 7月まで 

職 種 別職 種 別職 種 別職 種 別 民 間 給 与 実 態 調 査民 間 給 与 実 態 調 査民 間 給 与 実 態 調 査民 間 給 与 実 態 調 査 京京京京 都 市 職 員 給 与 等 実 態 調 査都 市 職 員 給 与 等 実 態 調 査都 市 職 員 給 与 等 実 態 調 査都 市 職 員 給 与 等 実 態 調 査

民 間 給 与 の 調 査 京 都 市 職 員 給 与 の 調 査

市長，職員団体等の

要望・意見

 ・生計費
 ・国家公務員の給与
 ・他の地方公共団体
  の職員の給与
 ・その他の事情

市    会 

企業規模 50人以上かつ事業所規模 50 人以上の
市内民間事業所を無作為抽出し，訪問して調
査を行う。
 <調査対象 626事業所中，172事業所を調査>

仕事の種類，役職段階，学歴及び年齢を同じく 
するもの同士の給与を比較    

京都市職員の個人別給与を調査

対象：市長部局，市会事務局，各行政委
  員会及び消防局に属する一般職の職
  員で，当年 4月 1日に在職する者 
 

市   長
（勧告の取扱いを決定）

4月分給与 

（行政職・技術職）
< 5,995人 >

給与改定や
雇用調整等
の状況

事業所別調査 従業員別調査 

民間の特別給の 
年間支給割合
との比較 

情勢適応の原則(民間準拠),
均衡の原則にのっとり,給料
表及び手当の改定内容を検討
して決定 
 

人 事 委 員 会 勧 告人 事 委 員 会 勧 告人 事 委 員 会 勧 告人 事 委 員 会 勧 告

給 与 条 例 改 正給 与 条 例 改 正給 与 条 例 改 正給 与 条 例 改 正 

地方公務員法

第5条第2項に

基づく人事委

員会に対する

意見照会及び

回答 

給与条例改正案提出 

 

 

4 月分給与 

（事務・技術関係職種）
  <6,096 人>
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第第第第２２２２節 給与等節 給与等節 給与等節 給与等にににに関関関関するするするする調査 調査 調査 調査 

１ 職種別民間給与実態調査 

職員の給与を検討するため，人事院及び全国の人事委員会が共同して，毎年４月現在

における民間給与の実態を調査するもので，企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人

以上の事業所が対象となっています。 

本市における平成２５年の調査の概要は，表２－３のとおりでした。 

 

表２－３ 平成２５年職種別民間給与実態調査の概要 

調査期間 平成 25 年 5 月 1 日から同年 6 月 18 日まで 

母集団事業所 626 事業所 

標本事業所（層化無作為抽出） 172 事業所（うち調査完了 147 事業所） 

調査対象職種 78 職種 

調査実人員 7,279 人（うち事務・技術関係職種 6,096 人） 

調査職種該当者（母集団）推定数 49,553 人（うち事務・技術関係職種 35,235 人） 

 

２ 職員給与等実態調査 

平成２５年４月１日に在職する本市職員のうち，民間従業員の給与との比較を行った

職員の給与等の状況は，表２－４のとおりでした。 

 

  表２－４ 平成２５年職員給与等実態調査の結果の概要 

項   目 内    容 項      目 内    容 

給    料 337,533 円 人 員     5,995 人 

扶 養 手 当     9,833 平 均 年 齢      41.9 歳 

管 理 職 手 当      5,494 平均勤続年数      18.2 年 

地 域 手 当     35,339 平均扶養親族数       1.0 人 

住 居 手 当      8,301 男女別 

構成比 

男      67.6 ％ 

その他の手当              27 女 32.4 

合 計         396,527 

学歴別 

構成比 

大学卒      69.5 ％ 

 

短大卒       9.5 

高校卒      20.2 

中学卒       0.8 

（注）その他の手当とは，単身赴任手当（基礎額）である。 
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第３章 勤務条件に関する措置の要求の状況 

措置要求の制度は，給与，勤務時間その他の勤務条件に関し，職員から適切な措置を求

める要求があった場合に，人事委員会が必要な審査を行ったうえで判定を行い，その結果

に基づき，人事委員会の権限に属する事項については自ら実行し，その他の事項について

は権限を有する機関に対して必要な勧告を行うことにより，事案の解決に当たるものです。 

この制度は，単に職員の勤務条件に関する不平不満の解消を図るのみならず，労働基本

権を制約されている職員が勤務条件の積極的な改善と適正化を求めることを保障し，労働

基本権制約の代償的機能を果たすものです。 

平成２５年度は，新たに提起のあった要求１件について，一部棄却及び一部却下をし，

平成２６年度に繰り越したものはありません。 

 

表３－１ 平成２５年度判定一覧 

事案名 判定年月日 要求内容 判定 

平成 25 年第 1号措置要求事案 26.1.27 ①所属長のパワー・ハラスメント行為

をやめさせること，②休養室を設置す

ること。 

①棄却 

②却下 

 

 

第４章 不利益処分に関する不服申立ての状況 

不利益処分に関する不服申立制度とは，職員が懲戒処分や意に反する降給，降任，休職，

免職等の不利益処分を受けたとして審査を請求した場合に，人事委員会が，口頭審理を行

うことを原則としてその事案を審査し，その結果に基づき，処分を承認し，修正し，又は

取り消す判定を行うものです。また，人事委員会は，必要がある場合においては，任命権

者に当該職員が受けるべきであった給与等を回復するために必要かつ適切な措置をさせる

など，当該職員が処分によって受けた不当な取扱いを是正するための指示を行うことがで

きます。 

平成２５年度は，前年度から繰り越した申立て１件を却下するとともに，新たに申立ての

あった２件について，１件を却下し，残る１件を平成２６年度に繰り越しました。 

 

表４－１ 平成２５年度判定一覧 

事案名 判定年月日 申立内容 判定 審理方法 

平成 24 年第 1号不服申立

事案 

26.3.25 平成24年4月1日付け配置換え処

分の取消し 

却下 口頭審理 

平成 25 年第 1号不服申立

事案 

26.2.18 平成 25 年 4 月 22 日付け配置換え

処分の取消し 

却下 口頭審理 
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(参考) 職員からの苦情相談の状況 

職員からの苦情相談制度は，職員から勤務条件その他の人事管理に関する苦情の申出及

び相談があった場合に，人事委員会が申出人に対し助言等を行うほか，任命権者に対し指

導，あっせんその他の必要な措置を行うことにより，職員が意欲を持って，安心して職務

に専念できるようにし，公務能率の維持・向上を図るものです。 

平成２５年度の苦情相談の件数は６件であり，その状況は次のとおりです。 

 

 

 

表(参考)－１ 平成２５年度苦情相談の内容別件数(重複あり) 

内容区分 件数 

任用関係 2 

給与関係 0 

勤務時間等関係 0 

服務関係 1 

不利益処分 0 

執務環境 1 

厚生福祉関係 1 

セクハラ 0 

いじめ・人間関係 2 

その他 0 

計 7 

 

表(参考)－２ 平成２５年度苦情相談の処理区分 

処理区分 件数 

苦情相談制度説明 0 

事情聴取 1 

事情聴取し，説明・助言 2 

任命権者に伝達 1 

任命権者から事情聴取し，結果を相談者に連絡 0 

任命権者を指導し，改善結果を相談者に連絡 0 

あっせん 1 

打ち切り 1 

その他 0 

継続中 0 

計 6 

(平成 26 年 3 月 31 日現在)  

 

 



京都市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

 

 

平成 17 年 3 月 25 日 

条例第 41 号 

  

(趣旨) 

第 1 条 この条例は，地方公務員法第 58 条の 2 の規定に基づき，人事行

政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

(人事行政の運営の状況の報告) 

第 2 条 任命権者は，毎年 8 月 31 日までに，市長に対し，職員(臨時的に

任用された職員及び非常勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規定

する短時間勤務の職を占める職員を除く。)を除く。以下同じ。)に係る

次に掲げる事項を報告しなければならない。 

(1) 職員の任免及び職員数に関する状況 

(2) 職員の給与の状況 

(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(4) 職員の分限及び懲戒の状況 

(5) 職員の服務の状況 

(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(8) その他市長が必要と認める事項 

(人事委員会の業務の状況の報告) 

第 3 条 人事委員会は，毎年 8 月 31 日までに，市長に対し，次に掲げる

事項を報告しなければならない。 

(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

(2) 給与，勤務時間その他勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

(人事行政の運営の状況の概要等の公表) 

第 4 条 市長は，前 2 条の規定による報告を受けたときは，毎年 10 月 31

日までに，第 2 条の規定による報告を取りまとめ，その概要及び前条の

規定による報告を公表しなければならない。 

2 前項の公表は，次に掲げる方法により行うものとする。 

(1) 市役所及び区役所の掲示場に掲示する方法 

(2) その他市長が定める方法 

(委任) 

第 5 条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定める。 

附 則 

この条例は，平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 



京都市職員の倫理の保持に関する条例（抄） 

 

 

平成 12 年 3 月 30 日 

条例第 65 号 

(市議会への報告) 

第 13 条 市長は，毎年，市議会に職員の職務に係る倫理の保持に関する

状況及び職員の職務に係る倫理の保持に関して講じた施策について報

告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

京都市職員の公正な職務の執行の確保に関する条例（抄） 

 

 

平成 19 年 6 月 8 日 

条例第 3 号 

 (市会への報告及び公表) 

第 14 条 市長は，毎年，第 8 条の規定により実施機関等に提出された書

面に係る要望等の件数及びその概要，第 9 条第 1 項の規定により実施機

関等が講じた措置等について，市会に報告するとともに，公表するもの

とする。 

 

（行財政局人事部人事課）


